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21世紀の 都市 経営 のあ り方

一 神 戸 ハ ー パ ー ランド整備事業を事例にしてー

結城章雄

はじめに

21世紀になってまもなく 10年がたとうとして

いる。その問、日本圏内では小泉構造改革、相次

ぐ政権の投げ出し、日ーマンショックを契機とし

た未曽有の経済危機、自由民主党の歴史的大敗と

民主党中心の政権の樹立といった、激動の時代を

経験してきた。この 10年で私たちが学んだことを

あえて挙げるとすれば、経済成長が必ずしも私た

ちの生活をよくすることに直結するとは限らない、

ということではないだろうか。経済成長こそが最

大の解決策であるという主張を聞くかぎり、いか

に限られたパイの中で、より必要度・緊急度の高

い人に手厚く分配するか、という分配の議論が概

して欠落しているように恩われる。私のこの指摘

に対して、パイを大きくしなければ、そのような

立場の人々に分配するものがそもそもない、とい

う反論が加えられるにちがいない。だが、それは

「ニワトリが先か、卵が先か」という議論と同じ

で、両方の視点をもつことが重要であるのはいう

までもない。成長の議論は基本的に誰にも害を与

えないし、与えるにしても多数の人にとっては無

関係である。それゆえ、盛んに行われる傾向があ

る。

そこで、あえて私はともすれば敬遠されがちな

ことを聞いたい。それは、これまでの分配(資源

配分ともいえるだろう)はきちんと機能してきた

のか、ということである。もしこのことを検証し

なければ、経済成長を実現したとしても、その成

呆が偏った形で分阻されるだけに終わったり、資

源が効果的に使用されないまま放置されたりする

可能性がある D それゆえ、資源配分のあり方とそ

の結呆を検証する必要があるのである。

資源配分を行う主体としては、行政、企業、家

計、 NPOや NGOなどの組織をあげることができ

るだろう。この論文で私が注目したいのが、行政

というセクター、特に地方自治体である。という

のも、地方自治体は私たち住民にとって最も近い

存在であるし、また国以上にその施策(たとえば

固定資産税の減免)によって企業の立地行動や戦

略に影響を与えることもありうるからだ。

現在、日本の多くの地方自治体は、不況、少子・

高齢化のあおりを受けて、非常に厳しい財政運営

を強いられている白では、このような事態がなけ

れば財政はよい状況にあるのか、といわれればそ

うでもないだろう。夕張市のように、今回の経済

危機以前に財政破綻をした地方自治体もあるし、

大都市でも財政再建団体転落の危機があるといわ

れている。地方自治体の中で、公共事業がうまく

いかなかったことによって財政危機に苦しんでい

るところは数多い。

その一方で、成功を収めてきたといわれている

地方自治体もある。その代表例が、この論文で扱

う神戸市である。神戸市は「株式会社神戸市」と

も呼ばれるほど、阪神・淡路大震災が起こるまで

は都市経営の優等生として高い評価を得てきた。

しかし、実際はどうだったのか。戦後、公共主導

の事業が中心であった神戸市都市経営において、

事業に民間企業を加えたという点で新たな試みと

もいえる神戸ハーパーランド整備事業を事例に、

その政策効果や現在のまちの状況を検証するとと

もに、官民の役割分担のあり方を考察していきた

し、。

神戸ハーパーランド整備事業の検証がこの論文

のテーマであるが、それに先立って、第 1章で「株

式会社神戸市」の変遷、特に 1949年から 1989年

にいたる原口忠次郎市長、宮崎辰雄市長の時代を

追う。この章を通して神戸ハーパーランド整備事

業以前の神戸市の都市経営の特徴を明らかにした

い。次に第 2章で、整備事業が進んだ背景、整備

の計画概要そして建設の経過に触れる。そして第

3 ・4章では、整備事業の結果を検証していきた

いa 検証の際に使用したデータは、統計データ(国

勢調査や商業統普十調査など)、神戸市当局や市外郭
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団体へのヒアリング、市会会議録、住宅地図のよ

うな、できるだけ加工されていないデータを使用

するように努めた。そして最後の「おわりに」で

は、第 3 ・4章までの分析を総括するとともに、

21世紀の都市経営のあり方について考察していき

たい。

今回の調査でヒアリング調査に快く応じてくだ

さった神戸市の青木ひろみさんと、神戸ハーパー

ランド株式会社の山本隆さんに感謝の意を表した

い。また、分析の切り口のヒントを与えてくださ

った担当教官の岡田先生、ゼミのメンパーにも感

謝したい。また、大学卒業まで私にやりたいよう

にやらせてくれた家族にも感謝したい。

第 1章 「株式会社神戸市』の変遷

第 1節 「株式会社神戸市』の特徴

神戸市が「株式会社神戸市」と呼ばれるほど、

日本の地方自治体の中で都市経営の成功例とされ

てきたのはなぜなのか。そこで、神戸市の都市経

営の特徴について探っていきたい。

[ 1 1都市経営を支える r3つの主義」

神戸市の都市経営は、主に r3つの主義Iによ

って支えられていた。それは、③公共デベロッパ

ー主義、⑥都市経営主義、。開発主義、である@

そして、市がこの r3つの主義」を実行に移す際

に活用したのが、②起債、@基金、⑫外郭団体、

@市内部からの人材の登用、である。

まず「公共デベロッパー主義」とは、重厚長大

型産業に偏し、民間活力に乏しい市の産業構造を

支え、福祉などの事業の財源を確保するために、

市自らが事業の主体となること、である。神戸市

の場合は、特に港湾・埋立事業にカを入れていた。

このことはのちに詳述する。

次に、「都市経営主義」とは、「最小の経費で最

大の福祉を実現する」ために、国庫補助金や起債

を積極的に活用することで大規模開発の資金を調

達して用地を先行取得し、地価の上昇後に造成地

を売却する中で開発コストを償却して開発利益を

あげたり人外郭団体や第三セクターなどの関連施

設運営を通じて開発事業の収益化を図ったりする

こと、である。外郭団体へは市職員が多数出向し

たので、それらの団体も市の方針に沿った形で運

営されたといえるだろう九このような形で生み出

された利益は、基金として積み立てられ、市は不

況な Eの緊急時にそれを荷用して財政支出を増や

すという方法をとった。

そして「開発主義」とは、地域の持続的な成長

を実現するために、市が大規模開発事業を積極的

に実施して都市空聞を改変すると同時に、市の抱

えている問題を解決しようとすること、とここで

は定義しておこう。神戸市がこの手法をとること

になった一つの原固としては、市が大規模な港

湾・埋立事業を行わないかぎり、重厚長大型産業

の市外への流出が一層はやいベースで進む可能性

があったことにある九

この r3つの主義j をすべての面で支えたのが、

「純血主義」つまり市内部からの人材の登用であ

る。「他都市では、自治省をはじめとする固からの

派遣職員を受け入れていたにもかかわらず、神戸

市においては、震災まで派遣職員の受け入れを拒

否してきた」九このことによって、市職員の士気

が向上するとともに、中央政府からの「自助、自

立の気概j が醸成された。中央の影響力をある程

度削ぐことによって、市は国の財政誘導に左右さ

れにくくなり、他の自治体とはひと味ちがう都市

経営を行うことが可能となったといえる。

ただし、このような一連の仕組みが成立したの

は、決して市の財政にゆとりがあったからという

わけではなく、むしろ乏しい財政を強化するため

に生み出されたものであった凡

しかし、これまでに述べてきたこと(たとえば、

自治体による積極的な港湾整備、起債)は神戸市

以外の自治体にも当てはまるのではないか、とい

う反論が予想される。そこで、本当にこれらが神

戸市の「特徴」なのか、ということを明らかにす

るために、他都市との比較をしてみたい。

[ 2 1他都市との比較

まず、第 1-1表を見てもらおう。震災が起こる

前の、パプル絶頂期の比較である@先述のように、

神戸市の都市経営の特徴の つに、起債を積極的

に行ったこと(r起債主義」りがあげられるが、

第1-1表大都市地方債残高比較表①(1990年度予算、 5大
都市比較)

(単位:億円、%)

都市名
地方債現在高 対一般会 対地方

全残高 般会計 企業会計 許比 税比

神戸市 14，589 5，689 9，900 190 567 

横浜市 22，722 7，258 15，464 213 380 

4古屋市 17，151 5，596 11，555 207 383 

京都市 11，565 4，428 7，141 217 485 

大阪市 23，121 8，408 14，713 162 340 

出所:高寄昇三『宮崎神戸市政の研究(第Z巻)一公共デベ
ロッパー論ー』動草書房、 1993年、 79ページ。原資料は大都
市統許協議会 『大都市比較統計年表~ 1989年。

-36・



21世紀の都市経営のあり方ー神戸ハーパ]ランド整備事業を事例にしてー(結城)

第 1.1表を見るかぎり、神戸市だけでなく、どこ

の政令指定都市も地方債を積極的に活用している

ことがわかる九ちがいをあげるとするならば、神

戸市の地方債残高が、対地方税でみると 5.67倍も

あり、他都市よりも地方税収入額を大きく超える

起債を行っているということである(ただし、こ

れは必ずしも市財政が悪いということを意味しな

いという指摘があるり。では、枠戸市と他都市と

のちがいは何なのか。

第 1.2表を見てもらいたい。この表から、いか

に神戸市が地方債の多くを港湾・埋立事業にまわ

してきたかがうかがえるだろう(3，500億円弱)。

それゆえ、前出の「起債主義」というよりは、厳

密には「起債をして港湾・埋立事業に投入するこ

と」が、神戸市の都市経営の特徴になるだろう。

では、次に神戸市が他都市と比べ、どれだけ港湾・

埋立事業に予算をつぎこんでいるかを見てみよう。

第 1.3表により、神戸市が東京都よりも港湾開

発事業会計の単純合計額では上回っていることが

わかる。もちろん、各自治体によって会計処理・

対象に相違があることを考慮に入れなければなら

ないが、それでも神戸市の額は突出している。さ

らに驚異的なのが、一般会計に対する比率である。

4つの自治体では対一般会計比率がーケタである

のに対し、神戸市は 42.2%である。これを見るだ

けでも、市が港湾・埋立事業に相当の力を入れて

いることがわかる。

さらに第 1.4表からは、神戸市の普通建設事業

費の市民所得に対する割合が、他都市よりも上回

っていることがうかがえる。ただし、普通建設事

第1-3表大都市港湾開発事業会計 (1990年決算)

(単位・百万円)

自治体 許 対般会軒比串

東京都 292，103 4.50% 

横浜市 60，638 5.60% 

大阪市 45，700 3.10% 

神戸市 315，634 42.20% 

福岡市 41，314 8.40% 

出所，高寄、同上書、 77ページの第16表および78-
79ページより筆者作成。原資料は大都市統計協議会
『大都市統計比較年表j1990年。

業費が第三セクターなどの外郭団体を含まないこ

とに注意しなければならない。神戸市の開発関連

の外郭団体が、市のすべての外郭団体数のうちの

かなりの割合を占めていることを考慮すると、建

設費がもっと多くなる可能性がある九

以上のように、神戸市が他都市に比ベ、重厚長

大型産業に偏した神戸経済の中で公共デベロッパ

ーという形で大きな役割をはたすべく、起債を積

極的に行いながら、それを港湾・埋立事業に注入

してきたことが明らかになった。次節からは、公

共デベロッパーとしての神戸市の開発事業の歴史、

とりわけ公共主導から官民共同型事業へと転換し

ていく宜前の時期までについて概観することにし

よう。

第1-4表普通建設事業費の市民所得に対する割合
(5大都市比較)

(単位・%)

神戸市 l横浜市l名古屋市 l京都市rr実夜帯
1970年

器ド去 諸行支

第 2節 公共デベロッパーの歴史

3.35 

2.92 

神戸市が本格的に公共デベロッパーとしての役

割を呆たすようになるのは、 1949年に市長に就任

した原口忠次郎氏以降である。原口市長時代に蓄

積されたノウハワは宮崎辰雄市長の時代にも活か

され、 1970年代以降多くの革新自治体が苦境に陥

る一方で、神戸市都市経営はうまく難局を乗り切

り、称賛を集めることとなった。原口・宮崎両氏

の都市経営のコンセプト、また公共主導による事

業という性質は変わらなかったが、時代背景や市

の抱えている課題は、それぞれの時代では全く異

なっていた。それゆえ、行われた事業の性質も異

なる。原口時代の都市経営手法は、市内のハード

面を整備する必要があったため、「基盤整備・建設

事業型」が中心だった。そしてそれを後押しした

のが、地価の上昇であった。一方宮崎時代には、

二度のオイルショックや高度経済成長期の終駕と

いう時代背景の中で、「企業経営型/外郭団体活用

型」さらには「振興型(~サーピス提供型 )J の公

共デベロッパーとなっていった。具体的には、ハ

ード面だけでなくソフト面も重視し、イベント開

催や市民へのレジャーの提供をするようになった

のである園その象徴が、ポートピア博である園

そこで、この節では、象徴的な事業の紹介を行
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う中で、公共デベロッパーの変化について述べて

いきたい 10。

[ 1 1誕生~東西海面埋立事業

①事業推進の背景

神戸市は海と山とに挟まれた狭隆な地にあるが

ゆえに、事業用地の確保が容易でなかった.特に、

神戸港の東西海面埋立事業は、市にとって戦前か

らの悲願であり、その事業に 1953年、原口市長の

もとで市は着手することになった。この事業は、

市内からの工場流出防止・市への企業誘致戦略の

一環でもあった。

②事業の経過

市は 1957年に海面埋立事業特別会計を設定し、

1958年港湾局に埋立事業部を創設することで、東

西海面埋立事業をはじめとする埋立事業推進の体

制を徐々に整えていった.この東西海面埋立事業

は、市にとってはじめての埋立事業でなかったが

日、この事業を通して、市が公共デベロッパーとし

ての役割を果たしていく際の様々なノウハウを蓄

積できた、という点で大きな意味がある。

この埋立事業において、特筆すべき点が 2点あ

る。第 に、「 石二烏を狙う経営戦略」であり、

第二に「ベルトコンベアー方式などの技術開発」

である。まず、 1点目についてである。「一石二烏」

とは、山を削って海を埋めることによって、産業

空聞の創出と跡地の住宅地造成を同時に実現する

というものである。この事業は、自治体による地

域経済振興の手段として認識されており、また最

終的には民間企業への工業用地の転売を目的とし

ていたので、事業の収益の確保が求められていた。

この収益の確保という難しい問題をクリアするの

に寄与したのが、 2点目の「技術開発」である@

当初は原口市長も 10mにも及ぶ海底の泥の上に呆

たして岸壁ができるのか、山を削った場合災害が

起こる可能性が高いのではないか、膨大な土砂を

どのように交通量の多い市街地を横切って運ぶの

か、埋立事業の資金は一般の市税から到底出せな

いがどうするのか、といった点に頭を悩ませてい

たようである 120 しかし、このような問題は、 3

年聞の調査を経たうえで土を取る山を選定して砂

防ダムを建設するとともに、高低差 312血を利用

した地下ベルトコンベア一方式とグロリ一方式

(土砂採取工法)を組み合わせることにより、災

害防止、交通渋滞、経費増加という問題を一挙に

解決した。さらに市は、土砂を効皐的に運搬する

方法として、地下方式のほかに川床方式、空中方

式などを次々と開発した。造成コストの問題は、

住宅地造成をセットに組み込むことによって、平

均コストを低下させることが可能となった。

このような大規模な工事が行われる一方で、市

は跡地をあえて民間に売却することなく、自ら住

宅団地の造成をも手がけた。ここで得たノウハウ

が、その後の西神ニュータウンなどの住宅地造成

に活かされることになった。

③事業の結果

この事業の結果、神戸市は公共デベロッパーと

しての自信を深めるとともに、開発収益が一般会

許にとっての重要な財源となり、さらに埋立技術

も蓄積されることとなった。これが市にとっての

一大事業である、ポートアイランド建設で最大限

活用されることとなる。

【21建設事業型の経営システムの結晶~ポート

アイランド建設

①建設の背景

高度成長期までは順調に成功していたかに見え

た原口市政であったが、徐々に全国の都市と同様、

公害問題という難題と直面することになった。さ

らに、経済成長も鈍化したために、右肩上がりの

成長を前提とする建設事業型・公共投資活用型の

公共デベロッパ一方式にとって大きな曲がり角を

迎えていた。当時の神戸市政はこのような状況下

に置かれても、「公害・福祉といった問題よりも、

公共デベロッパーとしてポートアイランド建設と

いうより魅力的な課題で頭の中は一杯であり、政

策対応もその一点へと絞られてしまったJ18。し

かも、神戸市のスポークスマンとも評される高寄

昇三氏は、経済成長のため産業用地需要は旺盛で

あったこともあり、「完成された用地をどうするか、

収支はどうなるか誰も真剣に考えることなく開発

事業は進展していったJ14とも述べている E

その高寄氏は、ポートアイランド建設が市にと

って喫緊の課題であった理由を 3つあげている。

まず、神戸港が船混み対策として港湾機能を拡充

する必要があったため、第二に、市としては東西

埋立完了後、新たな都市開発・再開発用地を欲し

ていたため、そして第三に、開発事業部門として

は、継続的に経営していくための大規模プロジェ

クトが必要であったため、である 15。

②概要と建設経過

ここでポートアイランド建設の概要を紹介して

おきたい 160 ポートアイランドは、 1966年から
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1980年までにわたり、総事業費 5，300億円をかけ

て建設された海上文化都市である。面積は 436ha、

埋立土量は 8，000万dに及ぶ。その埋立土量の約

75%が須磨土砂で、ここでも東西海面埋立事業で

蓄積されたノウハウが活かされた。この人工島は

港湾機能に加え、業務、住居、文化、公益などの

都市機能を兼備している。

建設にあたっては、防波堤、防波護岸、物揚場、

船滑りなどは運輸省第 3港湾建設局が、コンテナ

埠頭、一般定期船埠頭を長期低利の資金の導入が

図ることのできる阪神外貿埠頭公団(のちに大

阪・神戸に分割返還。神戸市では 1981年に神戸港

埠頭公社が発足)が、埋立工事、神戸大橋、道路、

新交通システム、公園緑地、環境センターなどを

神戸市がそれぞれ担当することとなった。

事業費 5，300億円のうち、埋立地造成に加え港

湾施設整備などのインフラの整備に 2，300億円、

住宅、学校、ホテルなどの上物建設に 3，000億円

かかった。インフラ整備の 2，300億円のうち、国

が豹 10%、阪神外貿埠頭公団が約 41%、神戸市が

約 44%負担しており、阪神外貿埠頭公団の負担が

多くなっていることがわかる。上物建設事業では、

公共施設が約 1，194億円 (40%)、民間施設が約

1，848億円 (60%) となっている。これだけの事

業費を捻出するにあたって、国庫支出金、国庫補

助金、公団事業への園出資金などの国費、民間資

金の導入が図られるとともに、市は独自にドイツ

マノレク債(4度にわたり、計 374億円)を発行し

て資金調達した(第 E期工事においては、スイス

フランとドルで 1，000億円以上外債発行)。という

のも、地方債許可制により自治体の起債に制限が

設けられており、ポートアイランド建設のような

巨大プロジェクトを進めるには資金が不十分であ

ったからである。

③事業の結果

ポートアイランド建設の特徴としては、神戸市

が戦前・戦後とずっと蓄積してきた開発技術・経

営飽力を総動員した大プロジェクトであったとい

える。そして、市はこの事業で新たに誕生した造

成地を完全に売却することによって開発利益を得

ることに成功した。このことは同時に「株式会社

神戸市」の名を馳せさせることとなった。

では、本当に大成功だったといえるのか。負の

側面も併せもっていたことは否定できない。第ー

に、土砂採掘という環境破壊の問題である。第二

に、造成地自体の魅力の不足である。このことに

ついて、高寄氏は「造成された土地はせめて環境

に恵まれた空間であることがのぞまれる。この点、

神戸市政が責められるべきはポートアイランドに

も水際の哲学が欠落していた J17と述べている。

そして第三に、開発利益は外部に喧伝されるほど

あがっていない、という指摘もある 18。第 1-5表

からは、ポートアイランドは神戸市の存在なしで

は完売できなかったことがうかがえる。なお、小

中学校用地、市立病院用地などは「主要な売却先」

に含まれていない。すなわち、両者がデータに含

まれることになれば、市占有率がもっと高まると

いうことであり、ポートアイランドの土地を購入

しようとする民間企業がなかなか現れなかったこ

とをも意味する。

件数(件)

売却金額(億円)

販売面積(万01) 1 2011 1481 74% 

出所広原、前掲書、 145ページより筆者作成。

このようにポートアイランド建設は、光と影の

両面があったといえるが、いずれにせよ、事業許

画の策定、資金調達といった面で公共デベロッパ

ーが一層のノウハウを蓄積したことも事実であろ

ヲo

[ 3 J都市経営の軌道修正、企業経営型への転換

~ポートピア博'81

原口時代の公共デベロッパーは基盤整備型であ

ったが、実施システムも経営戦略もそれに即して

いた。しかしそれは、都市財政全体という視野や

景気変動への対応策に欠けていた。そのため、第

一次オイルショッ夕、それに続く低成長時代への

有効な解決策を打てないでいた。さらに地元重工

業の低迷、開発フロンティアの消滅、インフレメ

リットの解消といった事態も加わり、神戸市は地

域経済を支える新たな政策・手法を打ち出す必要

に迫られていた。

1969年に原口市長の跡を継いだ宮崎市長(高寄

氏は原口氏を「巨大プロジェクトとそれにふさわ

しい決断力・事業欲をもったI人物と評しており、

宮崎氏を「堅実派」と評している 19) は、このよ

うな事態に直面し、これまでの「基盤整備・建設

事業型」から「企業経営型/外郭団体活用型」へ、

さらにはやがて「振興型(=サーピス型)・複合企

業型」へと舵を切っていった園原口時代に蓄積さ

れてきたノウハウが、ここでも活かされることに
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なった。 らしいが、博覧会のノワハワが蓄積していない中

でも市は黒字を出すことができた。その理由とし

①ポートピア博'81の開催 ては、経費削減戦略に加え、 6か月という長期間

宮崎市政は当初は開発型デベロッパーの延長線

上にあったが、ポートピア博'81の開催により企業

経営型・公的複合的経営へと徐々に変貌を遂げて

いくこととなった。

かつて市は戦後に神戸博を実施したものの、大

赤字を出して終わっていた。宮崎氏はその後始末

に追われ、苦い経験をしたのにもかかわらず、ポ

ートアイランド博の開催に踏み切ったのはなぜな

のか。その理由として、 4点あげられる。②神戸

経済の不況感(重厚長大産業依存度の高さ)、@市

の産業構造の転換の必要性(成長産業が少ないた

めに、コンベンション・ファッション産業の成長

の促進を図る)、⑫不況下のポートアイランド用地

売却(ファッションタウンの売行き低調)、@宮崎

市長の名誉欲・事業癖、の 4点である 200

②ポートピア博'81の結果

ポートアイランドの完成が近づくにつれて、不

況感が高まっていたこともあり、博覧会開催を神

戸新聞社、神戸商工会議所が求めるようになった。

彼らの協力も確かにあったが、市がポートアイラ

ンド建設と同様に経営主導権を握ったことが、結

果的にこの博覧会の成功に結びついたと高寄氏は

述べている目。

きて、ポートアイランド博は 1，600万人の入場

者を集め、大盛況であったといえる E その条件と

なったのは、パピリオン誘致の成功、博覧会その

ものとしての「呼び物」の多さ、ポートアイラン

ド博をめぐる市の経営システム、の 3点があげら

れる。パピりオン誘致に際しては、地元企業のパ

ピ3オン建設への決定が大きな役割をはたした

(太陽神戸銀行、神戸製鋼所、川崎重工、ダイエ

一、 UCCなど)ーこれは、市が公共事業に際して、

平素から地元企業を優先してきた結果であるとい

える。次の「呼び物」としてあげられるのが、ポ

ートアイランドという「海に浮かぶ海上都市」、動

くパピリオンとしての無人電車のポートライナ一、

天樟市から借りたパンダな Eの、「珍しいもの」で

あった。そして最後の経営システムだが、民間と

の連携をしつつ、経営権はしっかりと自分たちの

もとで掌握するというものであった。

この博覧会の結果、ポートアイランド博覧会協

会は 94億円の余剰金を手に入れ、市はポートアイ

ランド博覧会協会から 45億ム000万円の寄付を受

けた。また、多くの博覧会では赤字の場合が多い

の開催、2，000万人の京阪神圏の人口集積地といっ

た要素に恵まれていたからであった。そしてこの

博覧会において神戸市は完全組立採算制を採用し

ていたこと、博覧会開催に際して施設整備をでき

るかぎり圧縮したこと(博覧会後も、多くの施設

が市民生活の中で利用されている)も、成功の一

因であったとされる。

さらに、この博覧会の波及効果は大きいもので

あった。神戸市への私経済の効果としては、需要

誘発効果が 5，707億円、個人所得の増加見込みが

1，711億円である(製造業による生産所得ではな

い)0 公経済への効呆としては、 73億 2，813万円

の増収(推普十)、恒久施設の建設(仮設施設の少な

さ)、新交通などの事業収入の増加である。数字に

表れない効果としては、神戸市の全国への PR、イ

メージアップ効呆によるファッション・コンペン

ション・観光産業へのプラス効果、大企業工場の

神戸への進出(西神工業団地へ NEC、ミノノレ夕、

松下電器が立地)などがあげられる。特に市の地

域開発戦略として、「文化こそ金を生む」という認

識が確立したことが重要であったとされる。それ

とともに、神戸市はイベント事業ノウハウを蓄積

し、それらは以後のユニパーシアード、グリーン

エキスポな Eへと活かされていく。また、市は博

覧会以降、農業公園などでこの企業経営型の事業

を加速させていくことになった。

③ポートピア博'81をめぐる評価

これまで高寄氏の記述に基づき、ポートピア

博'81について述べてきたが、負の側面があったこ

とにも注意しなければならない。彼もそのことに

ついて少しではあるが次のように述べている。「ポ

ートアイランド博の地方自治への貢献は、地方自

治体の実践能力の証明という点に絞られ、神戸市

自身も地方自治の原点に回帰して、今一度、都市

経営の理念・構想、技術を見直すべき契機だった

のである e しかし、神戸市自身、この点につき十

分に認識していなかったし、博覧会の名声に酔っ

た神戸市に心の緩みが生じ、文化産業の本格的転

進に立遅れるのみでなく、地方自治の原点である

市民福祉の回帰を怠り、遂には政治的紛糾を招く

伏線となる 220 皮肉なことに、この成功を機に、

神戸市の公共デベロッパー方式は迷走しはじめる

ことになるのであった園
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第 2章 ハーパーランドまちびらきに至る

ま で -)1園風満帆な船出

第 1節 進む『官から毘へJ-1980年代日本を取

り巻〈社会背景

そしていよいよ、この論文のテーマである、神

戸ハーパーランド整備事業の時代を迎えることに

なる。これまでの事業とは異なり、神戸市はこの

事業で初めて、事業主体に民間企業を入れた。こ

のことは、ハーパーランド整備事業が、公共主導

型から官民共同型への転換の第一歩だったことを

意味するといえよう。

そもそもハーパーランドは、 JR神戸駅に隣接し

ていた国鉄湊川貨物駅の跡地に建設された多機能

型のまちである。湊川貨物駅は 1982年に機能が停

止され、 1983年には国鉄湊川貨物駅跡地利用計画

策定委員会が発足した。

日本はこの時期、中曾根首相が政権の座にあっ

た。中曾根政権期が中心であった 1980年代の日本

経済のキーワードをあげるとすれば、「対外不均衡

の是正Jr民間活力の導入Jr行政改草Jr第四次全

国総合開発計画」になるだろう。そこで次節では、

これらのキーワードを通して、ハーパーランド整

備事業が進展した背景を、国レベルでの観点から

明らかにしていきたい。

[ 1 1対外不均衡の是正

この時期の日本の経済政策を考える上で、対外

関係、特にアメリカとの関係を見逃してはならな

い。確かに、同時期のイギ Dスでサッチャー政権

が「小さな政府Jを標梼して民営化・規制緩和を

推進していたことも日本の政策に影響を及ぼした

と考えられる闘が、ここでは対米関係に絞って議

論していく。

1970年代にアメリカはベトナム戦争からの撤

退、三度のオイノレショックなどを経験し、そのた

めに国家財政の悪化、景気の後退という事態が生

じていた。さらに自動車や家電といった分野で、

日本は「集中豪雨型輸出」を行ったため、日本の

貿易黒字は拡大する一方で、アメリカは財政赤字

と貿易赤字(いわゆる「双子の赤字J)が急速に拡

大した。そのうえ、両国の貿易摩擦は激しさを増

した。アメリカにとってこのような苦しい状況下

で 1981年に誕生したのがレーガン政権である。彼

は「強いアメリカ」を掲げ、総需要の管理を否定

するという点で反ケインズ主義的であり、供給面

の刷新を図るために減税を実施する「サプライサ

イド・エコノミックス」に立脚したレーガノミッ

クスを展開した 24。その具体策は、 r(1)社会福祉削

減を含む政府支出の削減(軍事以外)、 (Z)大幅企業

減税による生産力向上・設備投資の促進および高

額所得層を中心とする所得税減税による貯蓄促進、

(3)規制緩和による政府コストの削減と民間企業の

活性化、 (4)通貨供給量の管理な Eによるインフレ

克服J"であった.しかし、結果的にレーガノミ

ックスは「双子の赤字」を解消するどころか、状

況をますます厳しいものにした。

アメ日カのこの窮状を踏まえ、西側諸国はアメ

リカ依存の貿易構造を改め、規制緩和と民間活力

の推進を通した内需拡大策をとる必要性に迫られ

た。日本の場合、その象徴となるのがプラザ合意

とそれに続く「前川|レポート」である。この 2つ

を通して、日本は「円高ドル安」を認めることに

よって貿易黒字額の縮減(アメリカにとっては貿

易赤字額の縮減)を図る一方で、内需拡大型経済

構造への転換・圏内市場の開放を行うとした。そ

して、このような文脈の中で I民間活力の導入Jr第

四次全国総合開発計画Jが出てくる。

[ 2 J民間活力の導入

中台根氏が首相に就任する頃に、日本で「民活」

の本格的な議論が行われるようになった。その主

な場となったのが、 1983年に設置された、土光敏

夫氏を会長とする臨時行政改革推進審議会(臨調)

である。同年に首相は「アーパンルネサンス J(都

市復興)を打ち出し、大規模な都市改造を遂行す

ることとした。この政策が出てきた背景には、二

度のオイルショックのためもあって主張されはじ

めた「大都市表退論」に対応する必要があったこ

と、そして鉄鋼をはじめとする構造不況業種が結

成した JAPICが都市改造需要の創出を狙っていた

こと、があげられる。また、首相は 1984年 9月に

建設省に民間活力の活用、都市再開発の促進等 4

項目を指示した。彼がこの都市改造を行うにあた

って特に重視していたことは、建築規制の撤廃と、

国鉄用地の利用、民間活力による開発方式の導入

であった"，日本の財界も、日本経済が低成長局

面に突入したために、この状況を打破すべくこれ

らの政策をかねてから望んでいたが、アメリカか

らの外圧という形もあって、規制緩和と民間活力

の導入という路線が実現することとなったのであ

る。

[ 3 J行政改革

民活とともに臨調における重要なテーマのーっ

として、「行政改革」があげられる a これは、肥大
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化した国営企業を民間に売却することで行政のス

日ム化を図ろうとしたものとまずは考えられる。

1985年 4月に電電公社、日本専売公社が民営化さ

れ、 1986年 11月に国鉄改革・民営化関連 8法が

成立し、国鉄の民営化が実施された。このような

民営化の流れの中で、政府が電電公社の株式売却

益を再開発事業の資金としたこと 27が事業の進展

の背景にあるといえる。このことに加え、神戸ハ

ーパーランド株式会社企画部・山本隆部長による

と、国鉄が事業のスリム化および赤字解消のため

用地を売却したことも一つの要因としてあげられ

るようである 28。

[ 4 1第四次全国総合開発計画

このように日本政府が対外不均衡の是正をし、

内需拡大型経済構造への転換に加えて財政赤字の

削減を図るべく、規制緩和・民間活力の導入・行

政改革を推進していた。この動きと連動して第四

次全国総合開発計画(回全総)は 1987年に登場し

た。

回全総は「多極分散型の国土の形成」を基本的

目標としていた e その回全総の中で、ハーパーラ

ンド整備事業は「主要な都市再開発プロジェクト J

に位置づけられている目。さらに、回全総の第V

章第 2節「プロック別整備の基本的方向」の中の

I近畿地方整備の基本的方向」において、 I神戸湊

川」が「市街地の整備」の事業のーっとしてあげ

られている。この事業は、「神戸駅周辺の再開発に

より、高度情報センタ一、ハイテクセンターなど

を整備し、情報機能、業務機能、文化機能等の機

能の強化を図る J..ものであった。なお、「プロッ

ク別整備の基本的方向」は、「交流ネットワーク構

想を推進し、多極分散型国土を形成する上で、各

地域においては、それぞれの特色を生かした個性

ある地域整備が求められるとともに、各地域聞の

連携のとれた施策展開が必要となる J31 という認

識のもと、構想されたものである。

また、 1980年代以降に日本では「高度情報化」

に対応した都市のインフラの整備を推進するべき

だという議論が起きつつあった目。このようなイ

ンテロジェント・シティ計画(建設省はインテリ

ジェント・シティ整備推進事業を 1986年度から推

進)以前からも、郵政省のテレトピア計画、通産

省のニューメディア・コミュニティ構想など、省

庁ごとに情報通信政策が構想・実施されていた。

四全総では、「これまでの地域の情報化は、テレト

ピア計画やニューメディア・コミュニティ構想等

にみられるとおり、特定のモデル地域において新

たな情報・通信メディアの普及あるいは特定のシ

ステムの導入という形態で進められてきたJ8sも

のを、今後は定住圏等のレベルで推進することが

求められている、としている "0このような地域

開発戦略は、後述するように、地域情報化に積極

的に取り組んでいた神戸市の政策とも関連してい

た。

このように、神戸市の外で起こっていた民間活

力の導入、電電公社や国鉄の民営化、回全総の地

域開発戦略といった要素が、ハーパーランド整備

事業の推進を後押ししたと考えられる。そこで、

次節では神戸市がこの事業を推進した背景を探っ

ていきたい。

第 2節 模索する公共デペロッパー~神戸市の視

点から

国レベルの政策動向の中で、ハーパーランド整

備事業が進む条件が徐々に整っていたが、神戸市

がこの事業を行うことになった直接的な理由は何

だろうか。その理由は大きく 4つある。②市の中

心部である三宮への一極集中の是正、@インナー

シティの再活性化、。市の産業構造の転換・多様

化、@ウォーターフロントの(再)開発、の 4つ

である。

【11かつての都心、神戸地区

ハーパーランドの最寄り駅は JR神戸駅である。

現在でこそ神戸市町都心は三宮にあるが、 1867年

の神戸港開港以来、その都心は神戸駅を中心とし

た神戸地区すなわちハーパーランド地区にあった。

官庁では神戸市役所、神戸地方裁判所がこの地区

にあり、また工業の中枢機能および川崎重工業や

三菱重工業などの主力工場もこの臨海部に立地し

ていた。そして、神戸地区に隣接する新開地が繁

華街の中心であった。

しかし、神戸駅を中心とした都市構造も、歴史

的な流れで都心が東部へと移っていった。その引

き金となったのが、阪神・阪急電車の乗り入れに

伴う三宮のターミナル機能の強化、 1945年の大空

襲による神戸駅周辺地域の焦土化、貨物駅の存在

という空間的な制限であった。そしてさらに三宮

町都心機能の強化に拍車をかけたのが神戸地区の

インナーシティ現象であった。これらの結果、後

背地の住宅人口が半減したばかりでなく、新開地

などの歓楽街も徐々ににぎわいを失っていった。

ただでさえもダメージを受けていた神戸地区に、

追い打ちをかける事態が起こった。
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第 2-1表から、三菱電機の微減を除き、神戸地

区の臨海部に立地していた大工場の従業員数が激

減していることがわかる。重工業メーカーが神戸

工場の縮小を開始するようになったのである.神

戸港臨海部の重工業が大打撃を受けた最大の要因

は、 1970年代の二度のオイルショックである。そ

の結果、各企業は「減量経営」を強いられた。そ

の一方で、技術発展に伴いコンピュータを導入し

て自動化を進め、合理化を図る企業も出てきた目。

第2-1表神戸市内大工場の従業員推移

出所神戸都市問題研究所『インナーシティ再生のた
めの政策ピジョン』動草書房、 1981年、 7ページ。原
資料は日本経済新聞「会社年鑑」。

これに加え、神戸市でさらなる事業用地の確保

が見込めなかったこと 86、不況業種の指定を受け

た造船業に対して運輸省が操業短縮勧告を行い、

その勧告に企業が従ったこと町、神戸港が他都市

と比較して相対的に地盤沈下しつつあったこと、

また 1972年に市が「環境条例」を制定するなど厳

しい姿勢で環境問題に臨んだことも大工場の縮小

再編を加速させた要因である問。これらの工場の

従業員数の激減は、オフィス機能の三宮への集積

と相まって、新開地のような歓楽街の営業にさら

に大きなダメージになったと考えられる。

このような状況に対応すべく、市は神戸地区再

活性化を通じ、新開地などで生じていたインナー

シティ問題の克服を政策目標とするようになった

のである。

[ 2 1産業構造の転換~ポスト・ポートピア博'81

インナーシティ問題が深刻な政策課題となる一

方で、ポートピア博の運営を通じて、神戸市都市

経営は地方自治体の中でも成功例としての評価を

確立しつつあった。市はこの博覧会の前後から、

重厚長大型産業への過度な依存からの転換を図り、

「ファッション都市Jrコンベンション都市」など

と矢継ぎ早に新たなビジョンを掲げた。そして、

市は新たな都市経営戦略として、それらを総合化

した文化産業都市を目指すことになった制。

「文化」を軸とする産業の育成を図る一方で、

さらなる産業の軸を作るために、市は第 3次神戸

市総合基本計画(1986年策定・公表)において「情

報都市づくりの推進」を掲げた。その目標を実現

するべく、市は神戸経済の中で相対的地位が低下

しつつあった重厚長大型産業に代わる産業として、

先端技術産業、ソフトウェア開発、情報サーピス

産業の育成・誘致を図った。それとともに、郵政

省が推進していたテレトピア計画を中心とした地

域情報化にも積極的に取り組んでいった 40。

さらに、市は「余暇の拡大」という社会の風潮

に合わせて観光分野を強化する方針を決め、「アー

パンリゾート都市」なるピジョンを提唱した。そ

の一環として、重厚長大型産業の工場が立地して

いたがゆえに市民には疎遠な空間となっていたワ

ォーターフロントを、人々が憩える場所へと変え

ていく事業、すなわちウォーターフロント再開発

を推進することとしたのである。

第 3節 ハーパーランド計画の始動

インナーシティ問題、産業構造の転換、高度情

報化といった課題が神戸市にとって解決すべき喫

緊のものとして浮き彫りになってきた中で、いよ

いよハーパーランド計画が始動することとなった

41 。

[ 1 1ハーパーランド計画の策定プロセス

マスター・プラン(新・神戸市総合基本署十画、

1975年策定)において、神戸駅周辺地域は、商業

軸(三宮~元町~神戸駅)と文化軸(大倉山~神

戸駅)との接点、そして都心の西の核という位置

づけであった。しかし、神戸文化軸には文化施設

の集積こそあれ、周辺の街並みは文化軸にふさわ

しいとはいえず、また三宮と比較して業務地・商

業地としての魅力は十分でなかった。そこで、文

化軸にふさわしい街並みづくりを図るとともに、

商業・業務機能については三官などとの役割分担

を考慮すること、な Eが整備課題として浮上して

きた。

そして、上記のことを踏まえた上でハーパーラ

ンドの土地利用については、魅力的な都心形成の

ために、都心を形成する各地域が特色ある個性を

発揮することが必要であるとされ、このような観

点から文化軸を骨格とした計画が望ましいと決定

された a
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第2-1図 「扇の要」としての位置づけ 設にこれまでにない新たな

機能を付加していく形で整

備されることになった.具体

的には次のような基本方針

である。②神戸文化軸の延伸、

@業務・商業機能の拡充、⑫

良好な都心型住宅の建設、@

教育施設の整備、②公園緑地

の整備、である。

出所。鹿戸敏夫「ハーパーランドのまちづくり J r都市政策』第71号、 1993年、 21ベ-
L〆.

この土地利用方針に基づ

き、神戸駅周辺地域が神戸の

歴史を伝える文化都心とし

て整備されていることを踏

まえ、その中のハーパーラン

ドは、基本テーマを「海につ

ながる文化都心の創造」とし、

②新しい都市拠点の創造、@

複合・多機能都市としての整

備、。環境を活かしたまちづ

くり、という 3点の計画方針

により事業が進められるこ

とになった "0

第2-2表神戸ハーパーランド事業整備システム

【2J事業化の推進

出所・高寄昇三「ハーパーランドの政策的意義J r都市政策』第71号、 1993年、 16ペー
ジ。ハーパーランドまちづくり建設誌編集委員会編 rKOBEHARBORLANDJ 1993年、
53-58ベージ。

この総合的再開発を推進

する際に、建設省の 3つの補

助事業が採択された。第 2-2

表を見てもらいたい。特定再

開発事業は基盤整備、新都市

拠点整備事業および特定住

宅市街地総合整備促進事業

は施設整備において活用さ

第 2-1図を見てもらいたい。神戸駅周辺地域特

に国鉄湊川貨物駅跡地は、神戸文化軸、東の都心

部へと続く業務・商業軸、インナーシティ問題を

抱えている新開地・東川崎地区、臨港地区という

4つの軸が交差している「扇の要」として位置づ

けられる。しかも、都市周辺においてはなかなか

得られないほど大規模な土地を有していた。

そこで、国鉄湊川貨物駅跡地を総合再開発計画

の拠点として、次のような計画目標が決定された e

②神戸文化軸の魅力づくり、@業務・商業機能の

拡充、⑫良好な住宅の建設と住環境整備、@港湾

機能の充実、③防災拠点としての整備、である。

これらの目標を達成すべく、国鉄湊川貨物駅跡

地は複合的な機能を呆たせるように、重層的土地

利用により土地の高度利用を図るとともに、各施

れた@これらの組み合わせに

よって、鉄道ヤードのクリアランス、デッキ・高

度情報センターの建設、商業・業務施設ゾーンの

道路、広場をはじめとする公共施設の整備改善な

どの総合的な再開発が進められていった品。

神戸市都市許画総局計画部景観室の青木ひろみ

係長によると、この事業では、これまでの神戸市

都市経営とは大きく異なる点が 3点ある..園第一

に、事業のあり方である。確かにハーパーランド

許画はポートアイランド・六甲アイランドのよう

な大規模な開発を伴っている。しかし、ポートア

イランドなどが山から土をもってきて全く新たな

土地を生み出し、まちを建設した(いわば新開発)

のに対して、ハーパーランドは遊休地を再開発に

よってりニューアルしたものであって、むしろ土

地区画整理の側面が強い。また、ポートアイラン
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ドは新たな造成地であったため地権者との調整が

不要だったが、ハーパーランドは法人を中心にし

た調整が必要であった。ただし、その調整は比較

的順調に進んだようである "0
第二に、行政の会計面である。ポートアイラン

ドなどでは、現在のみなと総局が企業会計の枠内

でやっていた。開発コストは造成地の売却によっ

て賄っていた。しかし、ハーパーランドでは都市

計画総局の所管で、一般会計の枠内で処理された。

では、一般会計への過度な負担を避けるために、

どのように開発資金を調達したのか。第 2.3表か

らは、事業費 292.5億円 (1991年 3月時点)のう

ち、神戸市が関与している分は少なくとも約 94億

円 (32.1%) であることがわかる。事業費でほか

に主要なものは、国庫補助金が約 78億円 (26.7%)、

4割減歩による区画整理方式によって捻出された

保留地処分金約 87億円 (29.7%) となっている。

さらに計画推進に先立ち、市は土地開発公社、都

市開発基金(政府)を通じて、 1983年から 1985

年にかけて神戸駅裏の貨物ヤード跡地約 10ヘク

タールを、 162億円で国鉄が民営化される以前に

購入している。この行動はパプノレが関西に波及し

てくる以前のものであったため、地価高騰の影響

を受けることはなかった 46。

そして第三に、事業手法である。市は確かにこ

れまでにもポートアイランド建設の際に民間企業

と共同でやってきた。しかし、企業局方式が導入

されていたので、第 2.4表の分類に従えばポート

第H 表ハーパーランド事業費内訳(1991年3月時点) (単位育万円)

アイランド事業は公共主導型に属する。ハーパー

ランド事業は、先述のように一般会計で処理され

ているし、まちの運営の中心として第三セクター

(神戸ハーパーランド株式会社についてはのちほ

ど詳述する)が設置されたという点で官民共同型

であるといえる。なお、まちの全体計画を描いた

のは市で、土地の整備を主として行ったのが住

宅・都市整備公団(現 UR)であった。民聞が事業

主体となったのは A 区画(1.4ha) と B区画の一

部(1.1ha) という 2つの区画の上物施設の建設に

おいてであって、担当企業は事業コンペを通じて

決定された。市はこのコンペに際し、「神戸らしい

国際性、文化性などを十分配慮して計画してもら

うことを基本において、各施設のインテリジェン

ト化、 24時間都市としての施設配置な rの条件を

付すとともに、景観形成指針を基本的条件とした」

47 と民間側に縛りをかけた。このほかにも市は、

地区を「文化・商業・業務街区」と「住宅・教育

街区」と区分し、それぞれの地域特性に応じた事

業手法の導入、建築物についての規制・誘導を行

ったり、ハーパーランド建設室を設置したりした。

この点で、市は民聞の力を積極的に括用しつつも、

ハーパーランドのまちづくりに影響力を残そうと

したことがうかがえる "0

第 4節 まちびらきへ

こうして神戸市の都心部のエリア拡大、インナ

ーシティ問題解決の起爆剤、産業構造の転換の担

い手といった様々な役割を期待されたハーパーラ

ンドが、徐々に整備されていった。

[ 1 J地区管理・運営体制の整備

市が第 3次神戸市総合基本計画で I情報都市づ

くりの推進」を掲げていたことはすでに述べたが、

1987年 3月にインテロジェント・シティに建設大

臣から指定されたことを受けて、市はハーパーラ

ンドにその中枢機能を置くことにした。そして、

1988年 4月に神戸市、住宅・都市整備公園、民間

数十社の出資によって、(株)神戸ハーパーランド情

報センターが設立された。そこは、神戸市におけ

る情報の受発信拠点、として、またハーパーランド

地区の都市管理のセンターとして機能することが

期待されていた。

建設が佳境を迎える中で、 1988年に組織されて

いた「ハーパーランド建設協議会」が 1991年に発

展的に解消されて「ハーパーランド運営協議会j

となり、整備後の地区環境の維持、管理なども含

めた新たなまちづくりに携わることとなった 490
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第2-2図施設配置図
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出所.安田丑作「ハーパーランドと都市景観J r都市政策』第71母、 1993年、 43ページ。

出所:ハーパーランドまちづくり建設誌編集委員会編、前掲書、 257-267ページより筆者作成。
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神戸ハーパーランド情報センターは、その事務局

としての機能もあわせもつことになった.そして

まちの運営財源として、ハーパーランド運営基金

20億円が設置された.

このようにしてまちの運営体制も徐々に整って

いった。

[ 2 1ハーパーランド・オープン

いよいよ 1992年 9月 1日にまちびらきを迎え

ることとなった.すでにパブルが崩壊していた時

期である.まちびらき当初の施設配置図は、前の

ページの第 2-2図および第 2-5衰の通りである 50.

これを見ると、神戸市が国鉄から用地買収を行っ

たこともあり、事業主体の多くは神戸市関係機関

である.一方、民間企業も地区の形成に大きく寄

与している".特に目立つのが竹中工務底である.

21の施設のうち、半分近くの 10施設の整備に何

らかの形で参加している。それ以外にも、特に大

規模な施役に関しては、全国的に有名な企業が主

に事業の施工者となっている。これらの会祉の多

くが神戸市に本社を構えていないことを考えると、

大規模開発を行ったとしても、地域経済への波及

効果は一時的・限定的なものだったといわざるを

得ないのではないか目。

ハーパーランド整備事業は、このように建設段

階でいくつかの問題を抱えていたが、その一方で

まちの運営の中心的な織能を担う商業施設がオー

プンに向けて準備していた.第 2-6表によると、

パプルの名残とも考えられるような景気のよい数

字が並んでいる。

このように華々しくまちびらきを迎えたハーパ

ーランドだったが、まちびらき後の状況と絡めな

がら、この事業を検証していきたい。
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第 3章 ハーパーランド聾備事業の検恒(1)
~政策的観点から

この章ではハーパーランド整備事業の検涯を政

策的観点から行う目。それをはじめる前に、ハー

パーランドの現在の状況を把握しておきたい。第

3-1表からわかることは、三宮とハーパーランドの

共通点としては、第三次産業がまちの中心を担っ

ているということである。相違点としては、 三宮

は小売業、飲食唐で 4割以上のウェイトを占めて

いる.一方、ハーパーランドは製造業、運輸業、

電気 ・ガス・熱供給、そして情報通信業のウェイ

トが三宮におけるウェイトよりも大きい。製造業

や運輸業は臨海部であるからまだその理由は理解

できるものの、電気・ガス・黙供給と情報通信業

が三宮よりもウェイ卜が大きいのはなぜなのか.

それは、大阪ガス、 NTT西日本といった企業が支

庖・支社を、神戸新聞社が本社を構えているから

である.

では、次節からこの事業により市の掲げた目標

が実現したのか、検証する。

第 1節 三宮へのー橿集中の是正

ハーパーランド建設により、三宮への一極集中

が是正されると神戸市は期待していた". 一般的

に、都心部に経済活動の拠点が多く作られるので、

三宮とハーパーランドの事業所数と従業者数に着

目したい.第 3-1図を見ると、 1996年には阪神・

第3-1表ハーパーランドと三宮町麗業(大分猶)siJ事業所数・従
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資本と地域 第6・7合併号 (2旧10年 10月)

第3-1園事業所数の推移

12000 

1∞日日

¥¥  A ... 
8000 

6000 

4000 

2000 

。
1991年1996年199自年2∞1年2004年2∞6年

一・ーハーパーランドーーー三宮

事業所融 1991年 1996年 1999'竿 2001年 2004'年 2006年
，、ノ〈

96 528 605 625 551 651 ランド
官 9，943 8，039 8，383 8，699 8，318 8， 754 

中央区 25，492 22，643 22，673 23，178 22. 164 23，006 

出所神戸市町丁別事業所・企業前計各年版より筆者作成.

淡路大震災で大きな被害を受けた三官から流出し

た事業所の受け皿として、ハーパーランドが一定

の役割をはたしたといえる日。しかし三宮との比

較では、新たな極となっているとはグラフと数字

を見るかぎりいえない。

第 3-2図を見ても、ハーパーランドの苦戦ぶり

がわかる。一極集中の是正を示す動きは、三宮の

グラフが右下がりになり、ハーパーランドのグラ

フが右上がりになることである。しかし 1991年か

ら 1996年のとき以外、そのような動きはない。先

述のように、 1995年の阪神・淡路大震災が起こっ

たためにこのような動きになったのである。ハー

パーランド整備事業は一極集中を緩和したわけで

はなく、むしろ現在はまち自体が停滞している印

象さえ受ける@このようにみると、政策目標が達

成されたとはいいがたいのではないか。

第 Z節 インナーシティの再活性化

ハーパーランドの大きな政策目的として、「イン

ナーシティの再活性化」も掲げられていた。また

ハーパーランドのほかにも、市はインナーシティ

総合整備基本計画のリーディングプロジェクト

(1989年度策定)や神戸市復興計画の復興プロジ

ェクト (1995年度策定)により、インナーシティ

対策を図るとしている。インナーシティ総合整備

基本計画の特徴としては「インナーシティの住環

境整備は後景に退き、大規模プロジェクトが前面

に出ている j 回ことにある。

一般的に兵庫区や長田区がインナーシティとい

第3-2園従業者数の推移 (単位入)
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われているが、私の今回の検証では、計画策定段

階で出てきた「東川崎地区」および「新開地地区」

を分析の対象とする。その地区で Eのような変化

が生じたのかについて追っていくことにする 57。

なお、「インナーシティの再活性化」を厳密に定義

するのは容易ではない(生活環境や所得水準とい

った経済状況の改善なども評価の際に重要になっ

てくるだろうが、残念ながら町丁別のデータでそ

こまで詳細なデータは得られなかった)。しかし、

あえてここでは「人口の増加は、まちの生活環境

が整備されたことの証である」そして「経済状況

が悪くなければ、事業者数や小売販売額なども大

幅なマイナスにはならない」と見なす。

【1J東川崎地区

①人口からの検証

次のベージの第 3-3図および 2つの表から、大

きく 2つの点が指摘できる。第一に、 1985年から

1990年にかけて急激に人口が増加している。丁別

の表より、東川崎町 1丁目がこの期間に 5人から

1，249人に大幅に増えている。これは、神戸市住宅

供給公社住宅(メゾンビュー)が 1989年 3月に、

神戸市営住宅(シティハイツハーパーランド)が

1990年 1月に、そして住宅・都市整備公団住宅(ハ

ーパーランド神戸駅前住宅)が 1990年 B月に、

それぞれオープンしたためである問。しかし、 1985

年から 1990年にかけて 1丁目以外で人口が増加

したのは 5丁目 (15人増)だけである。ほかの丁

では依然として減少傾向にあった。ただ、 1丁目
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21世紀の都市経営のあり方ー神戸ハーパ]ランド整備事業を事例にしてー(結城)

第3-3図 産自11崎地区の人口町推移 (単位人)

2500 

2日O日

150日
且 / 

¥唱f
1000 

500 
-. 。

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 E∞5年

一・-0ー14歳ー・-15-64歳一企-65一歳

年齢層別 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

0-14歳 310 230 421 463 328 246 

15-64歳 1，611 1，292 1，967 1，815 1，710 1，651 

65歳 244 289 384 490 530 587 

合 割 2，171 1，826 2， 794 2，768 2，569 2，491 

丁 別 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

1 丁目 10 5 1.249 1.327 1.239 1. 173 

2 丁目 22 23 15 4 6 8 

3 丁目 21 7 

4 丁目 344 306 221 209 142 86 

5 丁目 434 291 306 513 443 387 

6 丁目 598 550 427 411 411 405 

7 丁目 763 651 555 304 321 432 

合 割 2， 171 1，826 2，794 2，7613 2，569 2，491 

出所 国勢調査各年版より筆者作成。

第3-4園新開地地区の人口の推移 (単位人)

3000 

2500 -2000 

1500 

1000 

500 

日

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2∞5年

一←0-14歳『・-15-64歳ー企-65-歳

年齢層別 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

は 1995年をピーク 0，327人)として、 2005年

には約 150人減少している。 5丁目は 1995年ま

では伸びていたが、以後減少している。一方ほか

の丁では、人口の減少が止まらない。ただ、 7丁

目は 1995年に底を打ったのを機に、 2005年まで

徐々に人口を回復しつつある。とはいえ、総合的

に見れば、ハーパーランド建設の効果は当初はあ

ったが、徐々に薄れてきていることがうかがえる。

第二に、若者の減少と高齢化の進展である。 1985

年に地区の r0 -14歳Iの数が 230人と底を打っ

ていたが、ハーパーランド効果により 1990年に

421人と急上昇している。とはいえ、これはほと

んど 1丁目の上昇分である。ほかの丁では減少し

ている。そして、 1丁目の r0 -14歳」人口がピ

ークに達した 1995年 (287人)以降、その大幅な

減少を補えるほ Eの力がほかの丁にはないのが現

状である。これからも若者が大人になってますま

す家から出ていくと予想され、またその一方です

べての丁で高齢化が進展しているため、まちの持

続性に疑問符をつけざるを得ない。まちに住む人

口を一定数に保ちたいのであれば、ただ多くの人

に入居してもらうだけでは不十分である。たとえ

ば、入居時点をずらして世代が分散されるように

するなどの工夫をとっていれば、このような事態

を避けられたのではないだろうか。

②事業所数・従業者数からの検証

0-14歳 296 288 284 193 341 344 

第 3-2図から、ハーパーランドのまちびらきに

よって 1丁目で非常に大きな雇用が生まれたこと

は明白である。東川崎地区(あるいは次に扱う新

開地地区)の住民がハーパーランドで働いて賃金

を得ているのであれば、住居と職を提供したとい

う点で、インナーシティ対策として大いに機能し

ていると評価できる。ただし、ハーパーランドの

従業者が、両地区の住民かどうか定かでない。そ

れに加えて、小売業、飲食庖、サーピス業といっ

た景気動向に左右されやすい業種だけに、安定的

な職であるとはいいがたい。このように考えると、

インナーシティ対策として機能していると評価で

きるだけの十分な根拠がない。

15-64歳 1，409 1，532 1，895 1，579 2，402 2，567 

65歳 200 246 281 310 583 748 

合 間 2，022 2，101 2，470 2，082 3，327 3，721 

丁 別 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年

1 丁目 453 560 809 753 647 681 

2 丁目 204 214 207 62 238 239 

3 丁目 217 259 270 223 321 372 

4 丁目 306 215 271 200 552 646 

5 丁目 297 328 243 207 677 688 

6 丁目 545 525 670 637 892 1.095 

合 剖 2，022 2， 101 2，470 2，082 3，327 3，721 
注上町表で、原資料では ro-14歳J r15-64歳J r65一歳j の
合計が「合計」と一致していなかったが、調整は不可能なので原資
料からそのまま転記した。

出所前固と同巴.

【2J新開地地区

①人口からの検証

第 3-4図およびそれに付した表を見てもらいた

い。新開地地区も東川崎地区と同様に 1985年から

1990年にかけて人口が急激に増加している。この

最大の要因として考えられるのが、住宅着工の括

発な動きに伴う豊富な住宅供給日である。住宅着
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資本と地域 第6・7合併号 (2010年 10月)

第3-5図年齢5歳階級別の人口(新開地地区)
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出所:前図と同じ。

工が活発になった背景は定かでないが、ハーパー

ランドという新しいまちの近くに住宅を建てたい

という供給側と、新しいまちの近くに住みたいと

いう需要側の意向がマッチした結呆であると予想

される。そのように考えれば、ハーパーランド建

設の効果がここにも波及していることがいえよう。

しかし、この効果を奪ったのが 1995年の阪神・淡

路大震災である 600 1985年から 1990年の期間に

地区に住みはじめるようになった人々がすぐに退

去するとは考えにくい。すると、昔からの住民が

住宅倒壊などの影響でまちを離れざるを得なくな

った、という可能性が浮上する。特に 10-14歳」

115-64歳」が減少し、 165 歳J が増加してい

ることから、比較的若い層がまちから離れ、高齢

層がまちに残ったことが予想される。

1995年以降はデータが乏しいため推測となる

が、震災復興の過程で区画整理が実施されて、マ

ンションなどの住宅建設が進んだ結呆が、地区全

体の人口増加につながっているといえよう 610 た

だし、この傾向を単純に喜んではならない。第 3-5

図からわかるように、高齢化が急速に進んでいる

からである。長期的に見れば、東川崎地区よりも

大きな反動が生じかねず、今後は従来のインナー

シティ問題に加え、急速な高齢化という難題に対

応しなければならないことだけは、確かであろう。

②経済活動からの検証

では次に、事業所数・従業者数・経済活動の観

点から検証していきたい。第 3・6園、第 3・7図を

見てもらいたい。この図から読み取れるのは、雇

用面に限ると新開地地区にはハーパーランド効果

が十分に及んでいないということである。 1991年

から 1996年の聞の 95年に大震災があったので、

この期間に事業所数・従業者数の減少の傾きが大

きくなるのは理解できる。しかし、 1996年から

1999年にかけて従業者数が急増したとき以外で

は、事業所数も従業者数も減少傾向にある。これ

は、ハーパーランドが少なくとも新開地にプラス

の影響を及ぼしているとはいえない、ということ

を意味するのではないか。

では、次から事業所・企業統計の産業大分類に

おける、飲食店と小売業という観点から分析を加

えていきたい 620

a飲食庖

まずは飲食庖だが、新開地地区とハーパーラン

ドの中心地である東川崎町 1丁目を比較したい。

第 3・8図、第 3・9図を見ると、飲食庖に関しては、

売上高などは不明だが、ハーパーランドはまちび

らき前から苦戦していた新開地地区の救世主にな

ることはできなかったという評価を下さざるを得

ないだろう。

b小売業

次は、小売業についてである。第 3・10図、第

3・11図を見てもらいたい。

これらの図からも、小売業の事業所数・従業者

数に関してハーパーランドの開発は新開地地区に

波及効果を及ぼしているとはいいがたい。結果的

に、神戸市会の自民党平成会議員団の浜崎為司議

員(当時)と日本共産党神戸市会議員団の橘障一

議員(当時)の懸念は的中してしまったわけであ

る 63。では、年間商品販売額そして売場面積はど

うだったのだろうか。
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第3-6園 事聾所数の推移(新開地地区)

5曲 .. 
4岨

司、、、

S国

2田

1回

。
1975年 1991年 1996年 1999年 2田1年 2田4年盟国年

出所第3-1固に同じ。

第3-8園事業所世田推移(敢食眉}

2田

2田 .... 4 

1国 ‘・

1曲

国
/ 

。 ~ 
1975年 1981年 1991年 1996年 1999年 2田1年 2田6年

一・一新開地地区一・一車川崎町lT目

出所前図k同C.

第3-10園事業所数の推移(小売業)

S田

2国

2凹
y一司

1田

1田 / 

田
/ • 。

1979年 1曲目年 1園田年 19田年 1991年 1994年 1田7年 1999年

一・一神戸駅南一・一新開地

註 この統計における「新開地Iは、私が今固定義している I新開
地地区Iよりも広い範囲となっている。また、今回私が定義してい
るハーパーラン戸地区は、商業統計調査で1999年までは「枠戸駅
甫」に含まれていた.これ以後同じ.

出所 『神戸町商業商業5統計調査結呆」各年版より筆者作成.

第3-2表年間商品販売額

第3-7図従業者数の推移(新開地地区} (単位人)

問団
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出所前固と同じ.

第3-9国世業者散の推移(飲食眉) (単位入)
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5曲 f ー.

d 
o 

1975年 1981年 1991年 1996年 1999年 2曲 1年 2曲8年

一・ー斬開地地I;!-・一車川崎町lT目

注東)11時町1丁目白1981年の従業者散は秘匿されているため、
データなし.

出所前固と同巴。

第3-11図世業者散の推移(小売業) (単位人)

四回

盟国 ‘ 
却曲

/、f

15曲

10凹

ー
5田

4 。
1979年1982年19田年19田年1991年四割年1997年19四年

一・一神戸駅南一・ー斬開地

出所前固と同じ。

(単位:百万円)

1985年 11988年 11991年 11994年 11997 

南 1 62.6651 75.472 

卦III 7521 8261 8011 7051 831 

出所神戸の商業一 商業統許調査結果」各年版より筆者作成.

第3-3表売場面積 (単位:n1) 

1982年 11985年 119唱B年 11991年 11994年 11997年 11999年

神戸駅南 1 85.3241 91.5241 90.890 
卦III 15.5371 13.0761 12.6521 12.8611 11. 9441 13.3571 16.220 

注.神戸駅南については、ハーパーランドのまちびらき以前のデータを発見できなかった。

出所:前表と同じ。
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第 3-2表、第 3-3表を見ると、神戸駅南と新開

地の年間商品販売額と売場面積とが同時に伸びて

いる時期がある。このことより、ハーパーランド

の効果がここで見られると解釈することもできる。

しかし、数字をよく見てみると、まちびらきした

1992年をはさんだ 91年から 94年にかけては、新

開地の年間商品販売額も売場面積も減少している

ことが読み取れる。すなわち、まちびらきはここ

でもプラスの影響を直接的に与えたとはいえない。

むしろ、 1994年以降の売場面積の伸びから判断す

ると、何らかの大型届が新開地に出府し、そこが

年間商品販売額をも牽引していると考えるほうが

自然であろう。

このようにハーパーランド整備事業は、私の定

義する「インナーシティの活性化」に寄与したと

はいいがたい。インナーシティ問題は、ハーパー

ランドや地下鉄海岸線のような周辺地域における

大規模開発により解決されるような問題ではもは

やなく、より根本的・構造的な問題があることを

示唆している..。私は個人的には、波及効果が必

ずしも保証されない大規模開発に頼るよりも、民

開業者を圧迫しない範囲内で、この問題を抱える

地域内に安価な住宅を供給(本来なら実施済みの

はずだが)したり、その地域に住む自営業者に対

して経営のアドパイスをしたりするような地道な

政策のほうが、長期的には持続性のあるまちの構

築というよい結果を出すことができるように思わ

れる。確かに、このような施策には粘り強さと長

い時聞が要求されるが、このようなことがポーズ

ではなく実際にできる数少ないセクターが、行政

なのではないか。

第 3節 産業構造転換の旗手になっているのか

高寄氏は、都市づくりの系譜から見たとき、ハ

ーパーランドの政策目的として「都市が生産を中

心とする産業社会から、情報・消費な rを中心と

するポスト産業社会を迎えて、空間・経済・社会

構造のすべてにわたって再編成を求められている

のである。この都市構造再編成という時代転換の

ニーズを充足するための新しいタイプの開発プロ

ジェクトであること」日と述べている。確かに彼

の述べるとおり、ハーパーランドは消費の場所と

して一定の機能を果たしている。問題は、「情報I

の機能である。ここでは、その検証をしたい。

[ 1 1インテリジェント・シティ許画

まちびらきのときに、神戸ハーパーランド情報

センターが設立された、とすでに述べた。そこに

は神戸市の行政情報を中心に、市内の全情報が蓄

積され、住民サーピスシステムを通じて、市民、

企業が端末機で検索できるサービス網が構築され

ており、現在もその機能が残っているらしい師。

とはいえ、インテリジェント・シティ許画は当初

の思惑が大きく外れた結果になった。インターネ

ットの爆発的な普及がその最大の原因である。そ

して、神戸ハーパーランド情報センターは「情報

化の拠点としての機能が、いつの聞にかなくなっ

ていた "0では、市はこの事態に対してどのよ

うな検証をしたのだろうか。残念ながら、市は報

告書という形では総括していなかった。ただ、次

の市の情報政策の KIMEC構想の際に、その教訓

を生かしたとのことだった曲。

私は、市がインターネットの爆発的な普及が予

想できなかったためにインテリジェント・シティ

計画を実質的に放棄せざるを得なくなったこと自

体は仕方がないと思っている。もちろん、時代の

先を読むのに失敗したことは否定できないが、多

くの人にとって予想できないことが起こることも

ある。予想ができなかったことを非難しすぎるこ

とは、あまり建設的でない。私が問題にしたいの

は、検証を十分にせず、公開文書という形で残さ

なかったことにある。このことについては、のち

ほど述べたい。

[ 2 1情報産業

[ 1 1で述べたように、市が導入したインテリ

ジェント・シティ計画はうまくいかなった e その

一方で、情報産業はハーパーランドに立地したの

だろうか。

その一つの目安となるのが、情報通信業の事業

所数・従業者数であろう。第 3-1表を見ると、ハ

ーパーランドのほうが従業者数では三宮よりも多

い。ハーパーランドは情報通信業がさかんなのか

と一見恩われるが、実態を調べてみると、先述の

ように、 NTT西日本と神戸新聞社、それに加えラ

ジオ関西という地元メディアがハーパーランドに

立地しているため、従業者数が多くなっているも

のと考えられる。確かに IT;J ~ューションのア

イ・ピー・エス(ホームページではサーピス業に

分類とあったので、厳密には情報通信業という分

類ではない)のような若い企業もある。しかし、

それがクラスターとなっているような形跡は見当

たらない。むしろ、住宅地図を見ているかぎり、

大企業のグループ会社・子会社が立地しているケ

ースのほうが多い。

このように見ていくと、ハーパーランドは消費
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という観点、では産業構造の転換の旗手にある程度

はなっている。しかし、情報産業がこの地区に集

積した、という痕跡はあまり見られない。

政策的観点から検証すると、一定の効果はあっ

たが、市が巨額を投じる必要があったのか、疑問

符をつけざるを得ない。それゆえ、神戸市がイン

ナーシティ問題、産業構造の転換の必要性といっ

た課題を抱えていたとはいえ、過熱気味の日本経

済、民間活力導入、旧国営企業の民営化といった

社会的な背景が揃っていたからこそ進んだ計画と

もいえる。

一方、神戸市町認識としては、 1993年には「時

代の波にうまく乗ってきた」曲、 1998年には「ハ

ーパーランドの整備あるいは神戸駅前の再開発、

これらについては一応形ができ上がって、現在に

ぎわいを呈しておるということでございますJ70、

2005年には「ハーパーランド自体の活性化につい

ては、ハーパーランド情報センターがあり、いろ

いろ活性化策が検討されている J71、2009年には

「昨今、ハーパーランド全体を取り巻く状況も極

めて厳しい状況J72となっている。市はさすがに、

ハーパーランドが苦しい状況にあることを認めざ

るを得なくなったようである。市会ではもっと早

い段階からハーパーランドの苦戦が指摘されてい

ただけに、市も何らかの形で対応策をとることは

困難であったとしても、せめて実態調査をし、何

が起こっているのかをE確に把握すべきではなか

っただろうか。市民から集めた税金を投じて行っ

た事業である以上、「市民の税金がどのように使わ

れ、その結呆どのような事態が起こったのか」と

いう情報を市民に提供する準備だけは怠るべきで

はなかった。

第 4章 ハーパーランド整備事業の検証(2)
-まち自体の観点から

この章では、まち内部から迫ってみたいo この

節では、まち全体の運営をサポートしている神戸

ハーパーランド株式会社の概要紹介、主な商業施

設・オフィスピノレのテナントの変遷、まちびらき

以来一つのテナントとしては唯一撤退していない

神戸阪急の現況、三宮・元町との比較やヒアリン

グ調査を通じて浮かび上がってきたまちの課題に

ついて述べていきたい。

第 1節 神戸ハーパーランド株式会社

神戸ハ}パーランド株式会社(旧神戸ハ}パー

ランド情報センタ一、 2008年 7月 1日商号変更)

は、資本金 16億 5，000万円のうち神戸市が 32.12%、

その他民間企業多数が出資して設立した第三セク

ターである(第十1表)，この表より、ハーパーラ

ンド計画に大いに寄与した企業が出資しているこ

とがわかる。ここには地元企業が含まれていない

が、現在は株主として出資している(引受株式数

は不明)。ほかにも、テナントを出している企業も

出資している"，

第4-1表神戸ハーパーランド株式会社株主
(設立時)

発起人の氏名z神ー戸在市 地
|引受株式数

神戸市 10.000 

神戸商工会議所 神戸市 5 

竹中工務庖 大阪市 3.995 

住友生命 大阪市 3.000 
日本生命 大市 3.000 

日本電気 東京都 3.000 

大阪ガス 大阪市 2.000 

一菱倉庫 東京都 2.000 
日建設計 大阪市 100 
注 神戸ハーパーランド株式会社設立に際して
の株式発行価額は、 1株50，000円。
出所:神戸ハーパーランド株式会社E
(htto:/ /開w.kobeharborland.com/about/certif

icate. html、2009年6月12日データ取得)によ
る。

また、次のベージの第 4'2表、さらに事業別に

見た第 4'3表 (55ページ)を見ると、貸室事業収

入、地区管理事業収入、そして公共施設の利用予

約のできる「あじさいネット j の運営などにより

得られる情報サービス事業収入で大半を占めるこ

とがわかる。

問題は、第 4'4表 (55ベージ)にあるように、

1億 4，500万円も受託料収入・補助金収入がある

ことである。つまり、約 30%が自力の収入ではな

い、ということである。確かに外郭団体は利益を

上げるための団体ではないが、呆たしてこのよう

な事業をわざわざ行うために外郭団体を活用する

必要があるのか。山本企画部長は「あじさいネッ

ト」の業務は依然としてあるが、情報化の拠点と

なることはできず、以後まちづくりのほうが主要

業務となった、と述べていた"，しかし『神戸市

外郭団体経営評価委員平成 17年度活動報告書』に

おいては、「ハーパーランド運営協議会の運営は、

構成団体の共通課題解決のための組織であり、そ

の運営は、将来的には民間主導で行うべきである。

(中略)協議会の業務を除くと、ピル賃貸業務が

ほとんどの業務となり、会社を存続する意義は失

われるー将来的には他団体との統合を考えてはど

うかJ75という厳しい評価が下されている。
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第4-2表神戸， Pン

|貸借 照 表 ( 単 位 百万円 1I 

自警 831 506 469 

霊童
2.0891 2.16， 2.08 
2.037 1. 97 888 

41 192 
一1」」2EEL 2.920 2.670 

負債及び資本の部

璽霊 371 201 255 
803 71! 534 

負債合計 1，174 916 789 
ζ金 6501 1. 650 650 

96 104 
当 96 104 111 

741 1. 75~ 
4Z4」昼旦L 負慣・ 2，920 2，670 

主主香 質事 f単物 百万阿

J主重品畳主 8001 761 65! 
74'1 722 61: 
53 39 4 

25 21 18 
29 27 

1: 
税引自目当 15 15 15 

人

丘Ef『盟品昼董盆盆孟-
7 

4‘ 企;

当 10 8 7 
l主主 86 96 104 

当 リ益 96 104 11 

画 存 可 照 表 7瓦可 宵"Pll1200面扉雇 I2007年度

資産の部
流動資産 481 328 
固定資産 1. 926 1. 941 

有形固定資産 1. 832 1. 777 
無形固定資産 l l 

投資その他の資産 91 163 
資産合許 2.407 2.269 
負債及び純資産の部
流動負債 228 137 
固定負債 405 345 

退職給付引当金 7 
その他 397 

負債合計 633 481 
株主資本 1. 774 1. 787 

資本金 1. 650 1. 650 
利益剰余金 124 137 

(その他利益剰余金) 124 137 
純資産合計 1. 774 1. 787 
負債・純資産合計 2，407 2，269 

計軍書(単位 育 万 円 1
ム需 601 53 
原柿 379 352 

222 179 
~V 17: 154 

48 25 
2 

l用 11 12 
34 16 

F卯l 2 
1弓| 32 15 
人 11 6 

4 "'4 
12 13 

出所 'ン り川「四
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では、神戸ハーパーランド株式会社は、まちづ

くりでどのような業務を行っているのか。まちの

運営協議会の事務局、いわばまちの自治会の世話

役をやっているようである。しかし、あくまでも

民聞の活動には介入せず、商業施設の事業が立ち

いくようにサポートすることをはじめ、地区内活

性化を図っている。これがはらんでいる問題点は

のちほど「まちの課題」の箇所で見ていきたい。

第4-3表事業別収入 (2007年度単位千円)

売上高 531，227 

貸室事業収入 196，833 

地区管理事業収入 196，303 

情報サービス事業収入 105，573 

その他事業収入 32，518 

売上原価 352， 183 

売上総利益 179，044 

出所神戸ハーパーランド株式会社第20期決算公告
より筆者作成。

第 2節 子ナントの動向

まちの魅力、活力を考える上で重要なのが、テ

ナントの定着度合いであろう。民間企業であれば、

採算性を考慮しながらどこに立地するのかを長期

的なスパンで決定するのがふつうである。つまり、

採算に合わない、あるいは将来的に魅力が低下す

ると判断された場所のテナントの定着率は低くな

るといえる。そこで、ハーパーランドの主な商業

施設・オフィスピノレで、どのようなテナントが入

っているかを把握できるデータをもとに、分析を

加えていくことにする。今回は 1993年(まちびら

き直後)、 1998年(震災復興の過程)、 2003年、

2008年の住宅地図を用いて算出した。なお、以下

のノレーノレに基づいてテナント数はカワントしてい

る。

*テナントの名称が同じものは、フロアがまたが

っていても 1とカウントする。なお、 00支社、

00支部、 00室と分かれているものは、たと

え会社名が一緒でも別のテナントとして扱って

いる。

*受付、ホール、商業施設のインフォメーション

は除外している。

第4-4表その他の取引 (2007年度)

属性 名称
議決権等の 関連当事者と
所有 Iの&圃圃係への就任

被所有、
費託契約及び

主要株主 神戸市 直接32.1軸
賃貸借契約の
締結

*会社名・庖舗名が変更されたものについては、

筆者が把握できた範囲で継続あるいは撤退と判

断している(例国鉄→JRは同じ、とカウント)。

ハーパーランドのオブイスピルのテナントや商

業施設の運営者は頻繁に代わっているので、事前

にそれを一覧表(第十5表、 56ベージ)にしてお

く。

以下、 r5年前と同じテナント数Jr 5年前とは

異なるテナント数Jr 5年後には撤退しているテナ

ント数j の 3つの観点から分析していきたい。な

お、空欄の箇所はまだ建設されていなかったか、

存在してはいたが住宅地図には詳細なデータが記

載されていなかったか、のいずれかの要因である。

[ 1 J定着しない商業施設

第 4-6表から、 r5年前と同じテナント数」の大

きく変動していることがわかる。特に 1998年から

2003年にかけての減少幅が目立っている。最近は

いくつかのオフィスピルにおいては、 1つの企業

が何フロアも占めるという事態も出てきている。

そういう意味で、オフィスピノレのほうが、商業施

設よりは定着車は高いといえる。商業施設で健闘

している数少ない施設は r(司モザイク」であるが、

山本企画部長によると、モザイクにはこだわりの

ある J古が多いとのことである。独自性を打ち出し、

他の商業施設との差異化をはかることに成功した

結果、多くのテナントが残っているように私には

恩われる。

[ 2 J激しい入れ替わり

次に、第 4-7表を見てもらいたい。第 4-6表と

この表とを比ベたとき、いかにハーパーランドの

商業施設やオフィスピルのテナントが入れ替わっ

ていることがわかるだろう。私は[1 Jでは、商

業施設の状況のほうが悪いと書いたが、それは

相対的なものであって、絶対数で見ると半数近く

のテナントが入れ替わっていることがわかる。こ

の激しい入れ替わりから、ハーパーランドが立地

場所として何らかの問題をはらんでいることは明

白であろう 76園

(単位千円)

取引の肉容 取引金額 科目 期末残高

|受託料収入 95.551 売掛金 9，554 

土地建物の賃
借料の支出

63，090 

補助金の受給補助金収入 50，643 

出所前表と閉じ。
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[ 3 J撤退数の多さの穴埋めをする進出数の多さ

そして第 4-8表を見てもらいたい。この表から、

特に商業施設の運営者が交替したときに、大幅な

入れ替えが起こっていることがわかる。確かに、

消費者のニーズに応じたテナントが次々と入るこ

とは消費者にとっては喜ばしいことかもしれない。

また、運営者にとっても、収益をあげられるテナ

ントのほうが望ましいので、収益性の高いテナン

トを次々と入れようとするだろう。しかし逆に、

唐の常連になったとしても、すぐにテナントを入

れ替えられてしまう可能性もあるので、まちに愛

着をもてない人もまた多いように思われる。

第 3節 最後の砦、神戸阪急

今回のテナント数の推移では取り上げなかった

が、神戸阪急はこのまちにおいては非常に重要な

存在である。なぜなら、まちびらき以来商業施設

で残っている唯一の巨大テナントであるからであ

る@そこで、神戸阪急の近年の経営状況の分析を

行いたい。ただ、百貨唐業界は全体として苦しい

状況にあるので、そのことも考慮に入れておく必

要がある。

第 4-9表によると、神戸阪急も厳しい状況に置

かれていることがわかる。売上高も、 2005年のダ

イエーの撤退もあって、減少傾向にある。また、

従業員数が減少する一方で、臨時従業者数で人員

の調整を行っていることがうかがえる。仮に神戸

阪急がハーパーランドから撤退することになれば、

イメージ面でも来街者数面でも、ハーパーランド

へのダメージははかりしれない。一部では撤退す

るのではないかという報道もなされたが、山本企

画部長はそのような話は聞いていないとのことで

あった。

第 4節 まちの課題

これまでにまちの内部から迫ってきたが、

で改めてまちの苦戦の原因について考えてみたい。

呆たして神戸市の商業全体が不調なのか、それと

もハーパーランドだけが苦戦しているのか。ここ

では三宮・元町の小売業との比較、ヒアリング調

査から判明したことについて述べたい。

[ 1 J三宮・元町との比較(小売業)

第十2図 と第十3図を見ると、「神戸駅南」地区

はハーパーランドのまちびちき後は順調に事

業所数を伸ばしているのに対して、三宮・元町は

パプル崩壊、阪神・淡路大震災といった外的要因

によって大きなダメージを受けた。ハーパーラン

ドはそれらの地区の受け皿になったと考えられる。

しかし、 2000年代になると、話が変わってくる。

三官・元町(これは第 4-2図の三宮・元町とくく

り方が変更されている)の事業所数は落ち着きを

見せはじめているのに対して、ハーパーランドは

ハーパーサーカスの閉鎖もあって 2004年には半

分近くにまで落ち込んでいる。

では、次に第 4-4園、第 4-5図を見てもらおう。

この図で見られる傾向は、事業所数の推移のもの

とほぼ合致している。ちがいをあげるとすると、

第十9嚢神戸阪急の経営状況(第86期~第90期)

売上高 前期比 従業員数
臨時従業

期 期間
(百万円) (判) (名) 員(名数) 

第86期 2004. 4-2005. 3 15.430 90.8 9 177 

第87期 2005. 4--2006， 3 14，78 95.8 10 186 

第田期 2006. 4......2007. 3 14，441 97.7 93 193 

第四期 2007. 4........2008. 3 13，721 95.0 85 213 

第四期 2008. 4........2009. 3 11，82 86.2 81 193 

出所 rH209テイリング有価証券報告書』各年版より筆者作成。

第4-2図商庖事業所数の推移(小売業)
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一・一神戸駅南一・一三宮一企一元町

注 「三宮J r神戸駅南」は1999年-2007年の「三宮J rハーパー
ランドj の地域よりも広〈設定されている。逆に「元町j は、 1999
年~卸07年のデータでは1999年以前のものよりも地域が拡大されて
いる.このような理由で、同じ19明年時点のデータでも数値が具
なっている。

出所 「神戸の商議ー商業統計調査結果j各年版より筆者作成。

第4-3図商居事業所散の推移(小売業)
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出所前図と同じ.
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第4-4図従業者数の推移(小売業) (単位:人)
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出所前図と同じ。

第4-5図従業者数の推移(小売業) [単位入)
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出所:前図"同じ.

第4-10表年間商品販売額の推移 (1985年-1999年)

(単位百万円)

1985年 11988年 11991年11叩梓I1997宮打蒜弄

第4-11表年間商品販売額の推移(1999年-2007年)

(単位百万円)

1四 昨 12002年 2004'1'-下τ007'1'-

ハーパーランド 56，1601 40，4721 38， 1却
2R2.3291 243.8281 23ft 0151 241. 665 

Z 町1185，4391 180，4071 176，5141 182，719 

出所・前表と同じ.

第ト12表 売場面積の推移 (1985年-1999年単柱 rri)

1 1985年 11988年11991年11994年11997年 11999年

第4ー13表 売場面積の推秒 (1999年-2007年) (単位:rri) 

l1999年 12002年 1 2曲 4年 1 2007年

ハーパーランド 83，6551 77，6331 98，叩2

官1202，9891 193，4751 211，7931 2町， 967

z 叫 103，6651 106，3971 109，8651 111，886 

出所前表と同じ。

1997年に「神戸駅南」地区の従業者数が微減して

いることと、三宮の従業者数が 2000年代になって

以降伸びていることである。

次に、第十10表、第十11表を見ると、年間商

品販売額も事業所数・従業者数の推移と似た傾向

を示していることがわかる。しかし、注目しても

らいたいのが、第十11表のハーパーランドである。

事業所数・従業者数は 2004年から 2007年にかけ

て増加傾向にあった一方で、同時期の年間商品販

売額は減少している。つまり、 1唐舗当たりの販

売額が下がっているのである。さらに 2002年から

2007年にかけて、年間商品販売額は約 32%減少

している。このことが示唆しているのは、小売に

関しては、消費者にとってハーパーランドに魅力

的な庖舗が少ない、ということだろう@

そして第 4-12表と第 4-13表からは、 1999年ま

では事業所数・従業者数の推移と連動しているが、

それ以降は独自の傾向をたどっていることがわか

る@ハーパーランドに関していうと、 2007年に大

幅に売場面積が広くなっている。これは、ユニク

ロが 2007年 3月にこの地区に出庖(売場面積 990

坪)したことが主な要因であると考えられる 77園

これまでの議論をまとまると、以下のようにな

る。神戸市都心部の小売業は、景気の影響を大い

に受けている。しかし、 2000年代に入ってから、

商業地区ごとに具なった動きをとるようになった。

三宮は 2004年から 2007年にかけて売場面積が狭

くなったにもかかわらず、年間商品販売額が同時

期に増加している.元町はどの指標から見ても、

比較的変動は小さい@そしてハーパーランドは、

他の 2地区と比較すると、苦戦しているといわざ

るを得ない。従業者数と売場面積が伸びているに

もかかわらず年間商品販売額が低迷しているとい

うことは、他の 2地区、あるいは市内の他の大型

商業施設との差異を打ち出せず、競争力で後れを

とっていると考えられる。

[ 2 Jまちの苦戦の原因

ヒアリング調査を踏まえて、自らの考察を加え

ると以下の課題が見えてきた。

①乏しい商業施設聞の連携

テナントは収益をあげて、賃料を支払わなけれ

ばならないo そのため、まち全体の魅力を向上さ

せることには賛成だが、 Eうしても自分の庖舗の

売上を優先せざるを得ない。そこで、自分の唐舗

の中に客をと Eめようとする戦略をとる.それが

結果的に、まち全体への波及効果を小さくしてし
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まっている。この事態に対し、すでに 2000年の時

点で、神戸市会のさわやか神戸・市民の会市会議

員団の高山晃一議員(当時)は、個々の事業の強

力なコンセプトを打ち出すだけでなく、まち全体

のピジョンを明確にする必要性を訴えていた 78。

しかし、その指摘は反映されたとはいいがたい。

むしろ、反映しょうがないのである。このことに

ついては、のちほど述べたい。

②まち自体の魅力の低さ

かつてハーパーランドには「スイーツハーパー」

という各種スイーツを味わえる商業施設があり、

非常に活況を呈していた。しかし、オープンから

わずか 3年ほどで撤退することとなってしまった。

契約が完了したから、というのが表向きの理由だ

が、実際のところはそうではないらしい。投資フ

アンドがここ 5-6年に商業施設のオーナーにな

っているという状況があるとのことだったので、

それを踏まえると、ファンド側が価値の高いうち

に売却しておこう、と判断した可能性が考えられ

る。

また、 ZIJの問題としてハーパーランドの独自性

が見えない、という点もあげられる。前出の青木

係長も同様のことを指摘している "0確かに有名

賠で何かを買おうとするのであれば、客もわざわ

ざハーパーランドに来る必要がなく、別の場所(三

宮・元町)でも問題ない。山本企画部長は、「スイ

ーツハーパーのような神戸らしい集客施設ができ

ればいいが、それはテナントの方針だから仕方が

ないJ80と述べていた@

③外的要因

ハーパーランドはまちびらき以来、好景気を享

受したことがない。まちびらきしたときにはすで

にパプルは崩壊しており、「失われた 10年j に巻

き込まれることになった。 2000年代の前半に一時

期好景気であったが、「実感なき成長」とも表現さ

れるように、国民の所得上昇を伴うものでは必ず

しもなかった。飲食庖・サーピス業といった、消

費依存型の業種が中心のハーパーランドにとって、

この外的要因が非常に大きく響いたことは間違い

ない。

このほかにも、ハーパーランド不振の一因とし

て、周辺地区の従業者数の大幅減があげられよう。

たとえば、ここでは表を載せていないが、東川崎

町 1丁目に次いで従業者数の多い東川崎町 3丁目

では、 1991年の 3，683人が、 2006年には 3，005

人へと大幅に減少している。出勤・退社時にハー

パーランドに寄る人がどれほどいるのか定かでな

いが、まちに寄る可能性のある人が減少すればす

るほど、その分の消費も低下することが予想され

る。

④神戸ハーパーランド株式会社の位置づけ

神戸ハーパーランド株式会社はまちづくりのサ

ポートをしているとすでに述べたが、実際には各

テナントとはどのような関係にあるのだろうか。

結論をいってしまえば、神戸ハーパーランド株

式会社はまちの経営に全く関与していない。先ほ

E述べたように、むしろできない、といったほう

が実態をよく反映している。たとえば、神戸ハー

パーランド株式会社はピノレ所有者からテナント交

替の連絡を事前に受けることはない。「情報提供」

という形でしかその情報は得られない。というの

も、あくまでも条件等は、各ピノレの所有者とテナ

ントとが交渉で決めるべきことだからである。仮

に官が運営しているのであれば関与しても問題は

ないが、まちを実際に構成しているのはあくまで

も民間である。それは、官が介入すべき領域では

ない。ただ、まちづくりの全体計画を作ったのは

市である。ここに、「ねじれ」が生じるのである。

すなわち、誰が責任をもって実質的なまちづくり

をしていくのかが不透明なのである。今後官民共

同型事業の推進が増えていくことが予想されるが、

両者の役割分担のあり方を明確に定めておいてか

ら事業を推進することが、きわめて重要である 81。

では、どのような事業を神戸ハーパーランド株

式会社が実施しているのかというと、エリア全体

の共通の利益となるような事業である。たとえば、

市とタイアップして、国の補助金も利用しながら

エスカレーターを設置したり、案内板の改善をし

たりする事業である。確かにこれらの事業は重要

だが、非常に役割が限定された「まちづくり」と

いわざるを得ない。

おわりに-21世紀の都市経営のあり方

これまでに神戸市都市経営の歴史、神戸ハーパ

ーランド整備事業と同時代の社会的背景、整備事

業の経過、整備事業の効呆の検証を行ってきた。

最後に、今までの議論を踏まえた上で本輸の総括

をしていきたい。

[ 1 J本論の総括

これまでの議論で明らかになったことは、以下

の 5点である。
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①ハーパーランドは 1995年の震災後、大きな被害

を受けた三宮のある程度の受け皿になったことは

事実だが、現時点では、三宮への一極集中は緩和

されたとはいえず、依然として三宮に中心機能が

集まっている a

②ハーパーランド整備事業は、人口面でまちびら

き前後には「インナーシティの活性化」に寄与し

たといえる。しかし、新開地地区の経済活動の活

性化には結びついていると判断できる根拠がない。

また、まちびらき後 17年経過した現時点では、人

口の増加・従業者数の増加といった当初の効果が

薄れつつある a そして、新たな問題も生じつつあ

る。特定の年齢階層に属する住民が増えたために、

今後は急激な高齢化の進行が予想され、その問題

にも対応しなければならなくなった。大規模開発

プロジェタト頼みのインナーシティ対策では、根

本的な解決は図れない。

③市がハーパーランドに期待した情報の機能は、

失敗したといわざるを得ない。インターネットの

爆発的な普及という、多くの人が予想もしなかっ

た事態まで市に責任があるとするのは、やや酷で

あるように恩われる。問題にすべきなのは、市税

を投入したにもかかわらず、事業の検証を十分に

しなかったこと、そして市民が税金の使途をチェ

ックできるような形(報告書など)で残さなかっ

たことである。

④官民共同型事業を推進する場合には、両者の役

割分担を明確にしておかないと、のちのち様々な

問題が生じることになる。行政の役割は都市の持

続性を高めることにある。一方で、民間企業は収

益を優先しなければ競争に勝ち残っていくことが

できないので、どうしても短期的視点で経営を行

わなければならない。そこで、長期的なスパンで

考える官と、短期的なスパンで考えざるを得ない

民との「ずれj が生じることになる。このことを

行政が認識しておかなければ、ハーパーランドの

ような事態が今後も繰り返される。なお、本論か

ら明らかになったことは、少なくとも、第三セク

ターでは対応が困難であるということである。

⑤ハーパーランドのまち自体は、現在苦境にある

といわざるを得ない。その最大の要因は、どこに

でもあるような商業施設が多く、「神戸らしさ j が

欠けていることにあるだろう。それでは、利便性

に勝る三宮・元町に対して競争力をもつことは困

難である。大規模商業施設をたててしまったがた

めに、収益性の高い有名賠に入ってもらわざるを

得なくなり、結果的にまち独特の魅力を発揮しき

れずにいることは、皮肉なことである。

これらのこと、特に①から④について、神戸市

はどれほど認識しているのだろうか。これらのこ

とは、検証をしてはじめて浮かび上がってくるの

である。

【21提言~不確実な未来を乗り越えるにあたっ

て

最後に[1 1を踏まえた提言を行いたい。

①事務事業評価の発展的解消と事業検証体制の確

立

日本において、これまでのように右肩上がりの

時代はもはやあまり望めない。グローパル化が進

み、そのうち日本の企業も外国に本社機能を移転

する可能性すらある a しかも、圏内では少子・高

齢化の進行が著しい。生産を支える人材が枯渇す

る一方で、医療費や年金支給の額が拡大していく

ことが予想される。このような状況に加え、神戸

市は阪神・淡路大震災という大きなダメージから

完全に回復したとはいいにくい状況である。

これを踏まえると、今後一層税収を効果的に使

う必要性がある。事務事業評価ではその実現はお

ぼつかない。指標の少なさ、そして 10年、 20年

といった長期的なスパンで見ていないことが問題

であるー私が今回ゃったように様々な観点から、

重箱の隅をつつくぐらいの検証をしなければ、今

後も税金を非効率的に使うことになりかねない。

これは自治体だけでなく国の課題でもある。

前にも述べたが、ハーパーランド整備事業はイ

ンナーシティ総合整備基本計画のローディングプ

ロジェクト (1989年度策定)のうちの一つである。

それだけ重要なプロジェクトであるならば、神戸

市も独自の検証をしてしかるべきである。しかし、

前出の青木係長によると、市はインナーシティ再

情性化という政策目的を測る指標がなく、「数字を

用いてその成果を示すことは難しい。データは区

ごとのものが多く、ハーパーランドの効果は三

宮・元町のある中央区に算入されてしまう J82 と

のことだった。確かに、信頼性の高い統計データ

を用いる際にはこのような困難が付きまとう。し

かし、市自身が相当額の市民の税金をつぎ込む事

業を実施するのであれば、事業をはじめる前に効

果の指標を市内部だけでなく有識者、市民との相

談の上で決め、その決定過程をインターネット上

でも公開し、さらに多くの人々からコメントをも

らうことが何よりも重要ではないだろうか。そう

すれば、今後その事業の効果を測定する際に、よ

り多くの市民の「納得」が得られるようになる可
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能性が高いだろう@

このプロセスを通じて、市民も自分の住むまち

の将来について真剣に考える機会が大いに増加し、

結果的に真の意味での「地方自治」が実現するの

ではないか。 21世紀の都市経営で必要とされるの

は、「市民活力I という意味での「民活」なのであ

る。

②データの充実・整備

より正確で、充実した検証を行うためには、コ

ストがかかるのは間違いないが、もっと詳細なデ

ータが必要である。たとえば京都市の発行してい

る『地域統計要覧』のように、学区別で様々な統

計を横断的に網羅したデータがある。様々な統計

から寄せ集めてその都度作成するよりは、このよ

うな情報があると全体としてのコストは低下する

のではないか。神戸市も、町丁別とまではいかな

くても、せめて国勢統計区別で集計できるものは、

そうしたほうがよいのではないだろうか。青木係

長も述べていたが、単に区ごとだけのデータでは、

区内の地域多様性を分析する際の障壁となってし

まう。

また、今回の検証作業で私自身非常に悩まされ

たことであるが、統計による分析をしようにも、

頻繁に基準が変わってしまうので、長期的な分析

をするにはいちいち修正を加えねばならず、手聞

がかかるし、正確な状況把握が困難となってしま

う。時代時代の状況に合わせて、定期的に必要な

見直しを加えることは重要だが、訂正の際に使用

すべき数式なども記載すべきではないだろうか。

③地域の課題を大規模開発で解決することへの決

別

神戸市は戦後以来、公共デベロッパーの経営シ

ステムの変遷こそあれ、一貫して大規模開発によ

って地域の課題を克服しようとしてきた。その手

法に問題があったことも事実だが、同時にそれが

市民福祉を充実させてきたこともまた事実である。

しかし、これから待ち受けていると思われる課題

は、大規模開発によって解決することがきわめて

困難なものばかりである。ハーパーランド整備事

業も、神戸市都市経営の限界を示している一つの

例である。

現在神戸市はユネスコのデザイン都市に認定さ

れるな E、文化面・ソフト面で都市の魅力を高め

ていこうとしているようである。問題は、これか

らである。神戸市が本当に開発主義路線から決別

できるのか、それとも逆戻りしてしまうのか。ハ

ード面の整備が得意であった枠戸市にとっては厳

しいいぱらの道であるだろうが、ますます自治体

の力量が関われる地方分権時代を迎えるにあたっ

て、かつて「株式会社神戸市」と評された神戸市

のはたすべき役割は大きいー

④人への投資

神戸市の都市経営に欠ける視点は何なのだろう

か。それは何よりも「人Iの視点である。確かに、

都市経営主義によって市民福祉を向上させたこと

は間違いない。しかし、歴史を振り返る中で感じ

られたのは、市が都市経営の「システム」をいか

に洗練したものにするか、機能させるかといった

ことばかりに注力していることである。そのよう

なシステムも一種の「ハコモノ」であり、中身の

人聞がしっかりしていないと、システムありきに

なってしまう。あくまでも社会を動かしているの

は人闘であって、その人聞が進化(進歩ではない)

しないかぎり、社会の課題も解決しない。そうい

った視点で考えると、産業構造をさらにソフト面

へ転換していくとともに、神戸市が今後重点的に

行うべきことは、教育分野における市民福祉の向

上である。その教育で進化した神戸市民に「街造

り」ではなく「まち創り」に積極的に参加しても

らうことが、神戸市の活力を維持・発展していく

には不可欠なのである。形ではなく、中身の伴っ

た「市民活力」を核とした都市経営が行われるこ

とを願うー

最後に次の言葉でこの論文を締めくくりたい。

きわめて多くのことが不確実な時代において、

一つだけ確実なことがある。それは、後世に私た

ちの社会を残すために、現在生じている困難を、

私たちがありのままに捉え、その解決のために、

正面から真撃に取り組まなければならない、とい

うことである。
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町ここでは、「東川崎地区j は東川崎1丁目から東川崎7

丁目までと定義する。「新開地地区」は新開地1丁目から

新開地6丁目までと定義する。
回ハーパーランドまちづくり建設誌編集委員会、前掲書、

264-265ページ。
回「神戸市内の建築着工のようす平成2年神戸市建築動

向調査一J36-37ベージより。なお、新開地地区は統計区

の番号でいうと 411に含まれている。
60阪神・淡路大震災が起こったのは 1995年 1月 17日で、

1995年国勢調査は 10月1日時点の人口をとっている@し

たがって、震災の影響が顕著に見られる。
61神戸市交通局『神戸市高速鉄道海岸線事後評価報告書』

2007年、 17ページ。曽家末晴「事業苦十画情報兵庫県神

戸市・新開地2丁目第2ブロック地区Jr市街地再開発』
第 368号、 2000年、 12ベージ。

田 2006年の事業所・企業統計によると、新開地地区の全
従業者2，399人のうち、飲食庖・サービス業従業者数が

1，398人(うち飲食庖 642人)と 58.2%を占めている。そ

こで、統計の分類の仕方の変化が小さいと恩われる飲食唐
をピックアップすることにしたD また、サービス業、飲食

庖の次に新開地地区の中で従業者数の多いのは小売業な

ので、ピックアップした。
田 1992年3月4日に開催された「平成4年第1固定例市

会(第3日)Jにおいて、浜崎議員は、インナー地域の商
庖街、小売市場の活性化について質問した中で、以下のよ

うに述べている。「インナー地域における商広街や小売市

場は、地域内の人口流出の問題や駐車場、空き唐舗、後継
者などの数多くの問題を抱えておりますE また、ハーパー

ランドのような大規模な再開発事業の中で周辺に大型庖
が進出決定するなど商業環境がかなり悪化してきており

ます。インナ一地域の市場、商庖街等の活性化のために、

優良な住宅建設による人口呼び戻しとあわせて民間再開

発事業によるまちづくりが大事であります。Iまた、橘議
員も同日、以下のように述べている。「経済の不況が強ま

りつつあります。このため小売販売額が伸び悩んでおりま
す。同時に平成4年1月から大商法の第2段階の規制緩和

が施行され、事前商調協の廃止により調整期間は1年間と
なります。ハーパーランドは 10万平方メートノレの商業業

務用施設となり、市内の大型底舗は大幅にふえ 50%を超え

ます。キャナノレタウン兵庫でも商業業務用床面積は1万平
方メートルになり，これらの問題について周辺商賠街はも

とより市内の小売業から懸念が表明され，市会にも意見が

出されております。J(浜崎議員および橘議員の発言は、神
戸市会会議録より引用)

64神戸市会でも、日本共産党市会議員団の樟田勲議員(当
時)が、 2002年9月24日に開催された平成 14年第3固

定例市会(第z日)において、J!jcのように指摘している。

「交通局は、乗客確保のためとしてリーディングプロジェ
クトやイベントなどいろいろ対策を講じています園その取

り組みを強めなければなりませんが、それだけでは不十分
です。この地下鉄の乗客増対策を考えるとき、インナー地

域の本格的な活性化抜きには考えられません.市当局は、
ローディングプロジェクトの促進でインナー地域の活性

化を進めるとしていますが、見るべき成果は見られません。
そこで、思い切って該当地域に教育・文化施設、福祉施設、

住宅なEの建設、若年世帯への家賃補助制度の復活などを
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行うとともに、神戸経済を支えてきたインナー地域の企業
を支援する補助金や助成金措置を設けるなど、大勢の人が

住み、働く場所や公共施設もあり、大勢の人が行き来する
まちにすることですJ(神戸市会会議録より引用)。

面高寄、前掲論文、 5ページ。
曲高寄、向上論文、 9ページ。また、現在の状況は青木係

長へのヒアリング調査による。

町山本企画部長へのヒアリング調査による。また、湯浅良

雄、坂本世樟夫、握英靖編著『地域情報化の課題一地域に
根ざした情報化の可能性 』晃洋書房、 2004年、 43ペー
ジによると、地域情報化の推進のために中央の各省庁が打

ち出した数々の施策の大部分が、新しいメディアを活用す

るモデル地域を指定し、地域の情報化を図ろうとしたもの

であったが、そのほとんどは所期の目的を十分に果たさず、
地域の情報化にほとんど貢献できなかったとのことであ

る。
剖青木係長へのヒアリング調査による。
田平成5年第1固定例市会(第 2日)(1993年3月4日開

催)における笹山市長(当時)の答弁による。
初平成 10年決算特別委員会 (9年度公営企業会計決算]

(総括質疑) (1998年 10月2日開催)における鶴来助役
(当時)の答弁による。

71平成 17年港湾交通委員会 (2005年z月 25日開催)に

おける小柴みなと総局長(当時)による。
72平成 21年予算特別委員会第3分科会(21年度予算)(都

市計画総局) (2009年3月9日開催)宮田都市計画総局総

務部長(当時)の答弁による。
73神戸ハーパーランド株式会社HP
(http://www.kobeh町 borl阻 d.com/about/ index.h凶 l、

初日9年 11月28日データ取得)参照。
74山本企画部長へのヒアリング調査による。

75 r神戸市外郭団体経営評価委員平成 17年度活動報告書』
2∞6年、 10ページ。

76綜合ユ=コム『レジャー産業資料』第 38巻第 1号、2005
年、 24ベージ。この中で、(株)ジオ・アカマツ取締役(当

時)の吉田将人氏は、「立地、ターゲット、テナント構成

ともに難易度の高い物件であり、計画づくりには頭を悩ま
したj と述べている。

77渡辺米英「ユニタロ神戸ハーパーランド庖進む大型化

戦略とグループシナジー効呆の完成度J~販売革新』 第 45
巻第5号、羽田年、 76ベ}ジ。

宿高山議員は、平成 12年第3固定例市会(第2日)(2000 
年9月 22日開催)において、以下のように指摘している。

Iハーパーランドも撤退が相次ぎ、順風満帆とは言えませ

ん。遊休地を順々に再開発していったら、結果として面的

につながりましたというのでは、全体としてのまとまりを
欠き、景観についても計画的に整備できませんから、魅力

も半減してしまいます。個々の事業の強力なコンセプトと
ともに、全体としてのピジョンを明確にする必要があるの

ではないでしょうかJ(神戸市会会議録より引用)。

"青木係長へのヒアリング調査による。なお、青木係長は
ハーパーランドのことを「顔が見えない」と指摘していた。
曲山本企画部長へのヒアリング調査による。

81神戸市会平成 18年文教経済委員会 (2006年3月 23日

開催)において、自民党神戸市会議員団の平野昌司議員(当
時)は、以下のように指摘している。「ハーパーランドな

んかは、またこれ、非常に落ち込んでいますよねE ダイエ

ーが飛んでまうわ、阪急もしんどい、大阪ガスもおらへん

なとか、いろんなところで、にぎやかになったハーパーラ
ンドがどんどん行ってまうと。大手は大手で、やっぱりつ

ぶれたら撤退して空き庖舗になってまうという、新たなと
ころにまた進出しよるという、この繰り返しなんですけE

も。それを一遍、ちょっと真剣に考える局はないのかなと。
産振だけではちょっと無理だなと@やっぱり市長も含めて、
真剣にそういうプロジェクトをつくって、地元の地場の意

見を聞いてみるとe それで、何も財政支援をせえというん

じゃなくて、環境整繍も含めて、認識をして、やっぱりや

るべきではないかなと。大分遅きに失した感があるんです
けど、ちょっとお考えないと、こんなこと書かれても、書

いとるというだけになってしまうんですよね。そんなんで
一部有効なやつもわかりますよ。ところが、まさしくこん

なとこで、流通機構の、言うたら改革なんか書かれたら、

これまだしも逆ゃないかということになっちゃうんでね。
文章では簡単に書けますよね。現実は全然違うという、こ

の辺、一遍ちょっと真剣に考えてくれないかなということ

で、局長が音頭とって、一遍、相談してくれないかと思う

んですがJ(神戸市会会議録より引用)白
曲青木係長へのヒアリング調査による。

(2009年京都大学経済学部卒業論文)
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